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定期監査の結果に関する報告書の提出について 

 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定により令和５年度定期監査を執行し

たので、同条第９項の規定により、その結果に関する報告書を次のとおり

提出します。 
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１ 監査の準拠基準 
 

久喜市監査基準 

 

２ 監査の対象 
 

企画政策課、アセットマネジメント推進課、市政情報課、資産税課、交通企画課、消防防災課、環境課、障がい者福祉課、

新型コロナウイルスワクチン対策課、子ども未来課、すみれ保育園、中央保育園、道路建設課、栗橋総合支所総務管理課、鷲

宮総合支所総務管理課、出納室、水道事業（上下水道経営課、水道施設課）、下水道事業（上下水道経営課、下水道施設課）、

監査委員事務局、栗橋幼稚園、学校給食課及び生涯学習課における令和５年４月１日から令和５年９月３０日までに執行され

た財務に関する事務 

 

３ 監査の着眼点 
 

財務に関する事務の執行が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化

に努めているか等に主眼を置いて監査した。なお、補助金の支出については、特に重点を置いて監査を実施した。 
 

４ 監査の主な実施内容 
 

事前に提出された資料及び関係帳票等について、証憑突合、質問、閲覧等の手法を用いて監査を実施した。 

 

５ 監査の期日 
 

令和５年１１月６日、８日、１５日、１６日、２９日 

 

６ 監査の結果 
 

財務に関する事務の執行が、適正かつ効率的に行われているかどうかを共通着眼点として監査した限りにおいて、監査の対

象となった事務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努

めていることを確認した。 
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(1) 企画政策課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し２人減である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、ボートピア栗橋環境整備協力費４１，４０１，１１８円であり、収入済額の９９．８％を占めている。

0 60,787 60,787 0 -

環 境 整 備 協 力 費 116,000,000 49,931,692 41,401,118 8,530,574 35.7
諸 収 入

振 興 基 金 繰 入 金 振 興 基 金 繰 入 金 6,647,000 0 0 0 0.0
東京理科大学教育 東 京 理 科 大 学 教 育
整備基金繰入金 整 備 基 金 繰 入 金 166,678,000 0 0 0 0.0
場外発売場環境 場 外 発 売 場 環 境
事 業 基 金 繰 入 金 事 業 基 金 繰 入 金 359,000 0 0 0 0.0

46,000 0 0 0 0.0
寄 附 金 寄 附 金 特 定 寄 附 金 特 定 寄 附 金

配 当 金 44,000 21,213 21,213 0 48.2
利 子 及 び 利 子 及 び 配 当 金財 産 収 入 財産運用収入
県 補 助 金 5,900,000 0 0 0 0.0

収 入 未 済 額調 定 額

県 負 担 金

41,483,118

県 補 助 金 総 務 費 総 務 管 理 費 補 助 金

科 目
目 （Ｂ）節

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

参 事 兼 課 長 課 長 補 佐

1

0

2

3

△ 1

11

企 画 政 策 係

△ 1

1 2

3

6

8

△ 2

項

合 計

繰 入 金 基 金 繰 入 金 本多静六博士顕彰 本 多 静 六 博 士 顕 彰

推 進 交 付 金
埼玉県分権推進交付金

雑 入

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

0

（Ｃ）

41,744,574

33,214,000 0.0

予 算 現 額

　企画政策係においては、市政の基本的施策の企画に関する事務、総合振興計画に関する事務等を行っている。
　行政管理係においては、行政改革の推進に関する事務、行政評価の推進に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）

329,058,000

県 支 出 金 埼 玉 県 分 権

雑 入 雑 入 ボ ー ト ピ ア 栗 橋

33,214,000

　歳入予算現額３２９，０５８，０００円に対し、収入済額４１，４８３，１１８円で収入率は１２．６％である。

12.683,227,692

33,384,000

合 計
係 名

行 政 管 理 係



　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額１１９，１６７，０００円に対し、支出済額４２，５３１，２１１円で、３５．７％の執行率である。

ウ　改善・要望事項
・組織機構改革の際は、各課の所管事務を市民に分かりやすく周知してください。

　企画費の主な支出は、SDGs推進事業の消耗品費１０９，７３１円であり、支出済額の７８．０％を占めている。
　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等９６８，１２５円である。

教育振興基金費 振 興 基 金 積 立 事 業 5,000 5,000 1,979 3,021 39.6

119,742,000 119,167,000 42,531,211 76,635,789 35.7

116,038,000 116,038,000 41,420,163 74,617,837 35.7
東 京 理 科 大 学 東 京 理 科 大 学 教 育
整 備 基 金 費 基 金 積 立 事 業

1,000 1,000 189 811 18.9
場外発売場環境 場 外 発 売 場 環 境 整 備
顕彰事業基金費 基 金 積 立 事 業

164,000 164,000 109,731 54,269 66.9
諸 支 出 金 基 金 費 本 多 静 六 博 士 本多静六博士顕彰事業

指 定 管 理 者 推 進 事 業
288,000 288,000 0 288,000 0.0

359,000 359,000 1,112 357,888 0.3

87,000 87,000 29,912 57,088 34.4

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
総 務 管 理 費

本多静六博士顕彰事業

　本多静六博士顕彰事業基金費の支出は、本多静六博士顕彰事業基金積立金（利子）１８９円である。
　場外発売場環境整備基金費の支出は、場外発売場環境整備基金積立金（元金）４１，４０１，１１８円及び場外発売場環境整備基金積立金（利子）１９，０４５円である。
　東京理科大学教育振興基金費の支出は、東京理科大学教育振興基金積立金（利子）１，９７９円である。

0.0

款 項 目

96,000 0 96,00096,000

45.5

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

総 務 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目
当 初 予 算 額

一 般 管 理 費
1,160,875

職 員 給 与 費
2,704,000 2,129,000 968,125

企 画 費 企 画 業 務 経 費

行 政 評 価 推 進 事 業

合 計

SDGs 推 進 事 業

3
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(2) アセットマネジメント推進課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し６人減である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、利子及び配当金の債権運用利子配分３９，１４６円及び預金利子配分５，７６０円である。

会 計 年 度
任 用 職 員

係 名
管 財 係

-

3 (1)

△ 3

合 計

11

17

△ 6

(1) (1)

(1) 0

2

△ 2

施 設 係管理・計 画係

6 (1)2

繰 入 金

7,361,000 0 0 0 0.0
マ ネ ジ メ ン ト 基 金 繰 入 金

合 計
44,9067,453,000

　歳入予算現額７，４５３，０００円に対し、収入済額４４，９０６円で収入率は０．６％である。

0.6

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

44,906

（Ｃ）

0

0 48.8
財産運用収入

基 金 繰 入 金 ア セ ッ ト ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト

基 金 繰 入 金

92,000

44,906

財 産 収 入 利 子 及 び
44,906配 当 金

利 子 及 び 配 当 金

科 目
目

6

（Ｂ）節

0 0

2

調 定 額予 算 現 額

　管理・計画係においては、アセットマネジメントの推進に関する事務、公共施設の跡地利用に関する事務等を行っている。
　施設係においては、市有建築物の新築及び増改築工事に関する事務、市有建築物の計画及び維持管理の相談に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）項
収 入 未 済 額

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 △ 1

課 長 補 佐参 事 兼 課 長 主 幹

1

0

1

1

0

21

1



　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額８，７００，０００円に対し、支出済額１，２６８，７３４円で、１４．６％の執行率である。

当 初 予 算 額
（Ｂ）

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 職 員 給 与 費
60.0

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

594,486
総 務 費

1,487,000 892,514

計画検討委員会委員報酬８４，０００円であり、支出済額の７８．１％を占めている。
　アセットマネジメント基金費の支出は、アセットマネジメント基金積立事業のアセットマネジメント基金積立金（利子）４４，９０６円である。

款 項 目

1,149,000

事 業 名 （Ａ）

884,000 884,000 247,314 636,686 28.0
財 産 管 理 費 財 産 管 理 業 務 経 費

マ ネ ジ メ ン ト 推 進 事 業 1,237,000 1,237,000 84,000 1,153,000 6.8
公 共 施 設 ア セ ッ ト

マ ネ ジ メ ン ト 基 金 積 立 事 業
諸 支 出 金 基 金 費 ア セ ッ ト ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト

5,092,000 44,906 5,047,094 0.9

　財産管理費の主な支出は、財産管理業務経費の消耗品費１３３，１７０円を含む需用費１７４，８１４円、公共施設アセットマネジメント推進事業の公共施設個別施設
　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等８９２，５１４円である。

8,362,000 8,700,000 1,268,734 7,431,266 14.6
合 計

基 金 費 5,092,000

5
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(3) 市政情報課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）内数字は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。
　広報広聴係においては、広報活動・広聴活動の企画及び実施に関する事務、ホームページに関する事務等を行っている。
　公文書館においては、歴史公文書の保存及び利用に関する事務、情報公開制度・個人情報保護制度に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、雑入の広報紙広告掲載料２，６７５，０００円で収入済額の７２．６％である。

　「歳　出」
(単位：円・％)

25,296,000 25,296,000 10,422,992 14,873,008 41.2
広 報 発 行 事 業

1,097,000 1,097,000 461,669 635,331 42.1
広 報 広 聴 費 広 報 広 聴 業 務 経 費

1,361,000 1,167,000 282,782 884,218 24.2

款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100
総 務 費 総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

（Ａ）
科 目

1

11

3,784,650 3,684,320

予 算 現 額

60.3
雑 入

収 入 率
（Ｃ）/（Ａ）×100

収 入 済 額
（Ｃ）

6,112,000

調 定 額
（Ｂ）節

課 長
（ 館 長 ）

主 幹
（ 副 館 長 ）

1

0

目

　歳入予算現額６，１１２，０００円に対し、収入済額３，６８４，３２０円で収入率は６０．３％である。

公 文 書 館

3 (2)

3 (2)

0

（Ｂ）-（Ｃ）
収 入 未 済 額

款

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

4

△ 1

広 報 広 聴 係

項

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率

諸 収 入 雑 入 雑 入

3,684,320 100,3306,112,000 3,784,650
合 計

60.3

100,330

ホ ー ム ペ ー ジ 事 業
3,278,000 3,278,000 1,760,176 1,517,824 53.7

メ ー ル 配 信 事 業
1,743,000 1,743,000 726,000 1,017,000 41.7

9

9

0

課 長 補 佐

1

0

1

合 計
係 名

(1)3



(単位：円・％)

　歳出予算現額４８，９３５，０００円に対し、支出済額１８，８２７，１９０円で、３８．５％の執行率である。

ウ　改善・要望事項
・ＳＤＧｓの観点から、広報紙について、ページ数の削減を検討してください。

　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等２８２，７８２円である。
　広報広聴費の主な支出は、広報発行事業の印刷製本費１０，３７２，９９２円であり、支出済額の７６．３％を占めている。
　文書費の支出は、ファイリングシステム維持管理事業の消耗品費４，９２６円である。
　公文書館費の主な支出は、公文書館活動事業の消耗品費２，０５９，３００円、公文書館管理事業の光熱水費４１２，７３７円、公文書館総合管理業務委託料
１，２８９，２００円、市政情報提供事業の賠償責任保険料４２２，３２９円であり、支出済額の８４．５％を占めている。

合 計
48,829,000 48,935,000 18,827,190 30,107,810 38.5

877,000 1,177,000 569,442 607,558 48.4
市 政 情 報 提 供 事 業

10,003,000 10,003,000 2,045,633 7,957,367 20.5
公 文 書 館 管 理 事 業

2,279,000 2,279,000 2,138,137 140,863 93.8
公 文 書 館 活 動 事 業

637,000 637,000 195,433 441,567 30.7
公 文 書 館 費 公 文 書 館 業 務 経 費

維 持 管 理 事 業 1,598,000 1,598,000 4,926 1,593,074 0.3
文 書 費 フ ァ イ リ ン グ シ ス テ ム

660,000 660,000 220,000 440,000 33.3
総 務 費 総 務 管 理 費 広 報 広 聴 費 デ ー タ 放 送 配 信 事 業

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

7
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(4) 資産税課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人減である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、固定資産税現年課税分の６，５３６，３７３，６１８円であり、収入済額の９０．９％を占めている。

現 年 課 税 分
1,020,000,000 1,035,623,100 622,468,488

手 数 料
総 務 手 数 料

諸 収 入 雑 入 雑 入

都 市 計 画 税 都 市 計 画 税

係 名
合 計

60.8

10,772,000,000

　歳入予算現額１１，８２１，２３９，０００円に対し、収入済額７，１９１，０６２，３０７円で、収入率は６０．８％である。

国有資産等所在 現 年 課 税 分

21

22

△ 1

(1) (1)

(1)

予 算 現 額

　土地係の主な所掌事務は、土地の賦課に関する事務、電算システムに関する事務等である。

11,821,239,000 11,942,353,851

25,014,000 29,954,700 0

38,000 43,201 43,201 0

4,751,291,544

徴 収 交 付 金 1,187,000 0 0 0 0.0

3,000,000 1,934,150
土 地 改 良 区 賦 課 金

項

合 計
7,191,062,307

2,222,300
使 用 料 及 び 手 数 料

4,338,425,082

（Ｂ）-（Ｃ）

6,536,373,618 60.710,874,798,700

科 目
目 （Ｃ）

収 入 未 済 額
（Ａ）

市 税 固 定 資 産 税 固 定 資 産 税 現 年 課 税 分

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減

課 長 補 佐参 事 兼 課 長

0

2

2

0

1

会 計 年 度
任 用 職 員家 屋 係土 地 係

0

10

0

　家屋係の主な所掌事務は、家屋・償却資産の賦課に関する事務等である。

款
収 入 率収 入 済 額

（Ｃ）/（Ａ）×100

(1)1 6

6 10

（Ｂ）節

2

3

△ 1

調 定 額

113.7
雑 入

市 町 村 交 付 金 29,954,700 119.8

413,154,612 61.0
徴 税 手 数 料

△ 288,150 74.1



　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額６５，１１０，０００円に対し、支出済額１，９５７，５３５円で、３．０％の執行率である。

占めている。

貸借料９３４，５６０円である。

ウ　改善・要望事項
・適正な課税の賦課のため、引き続きチェック体制の強化に努めてください。
・相続登記の義務化について、より一層の周知に努めてください。

739,000 466,524

徴 税 費

予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

総 務 費
11.3

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目
款 項 目 事 業 名 （Ａ）

支 出 済 額

税 務 総 務 費 職 員 給 与 費

賦 課 徴 収 費 固 定 資 産 税 ・ 都 市

4,029,000 456,307

当 初 予 算 額
（Ｂ）

税 務 業 務 経 費
739,000

4,029,000 3,572,693

272,476 63.1

計 画 税 賦 課 事 業 13,781,000 13,781,000 100,144 13,680,856 0.7

25,050,000 25,050,000 934,560 24,115,440 3.7
固 定 資 産 評 価 事 業

デ ー タ 整 備 事 業 21,511,000 21,511,000 0 21,511,000 0.0
固 定 資 産 空 間

合 計

　賦課徴収費の支出は、固定資産税・都市計画税賦課事業の消耗品費１００，１４４円、固定資産評価事業の家屋評価計算システム及び地理情報システム機器一式賃

　税務総務費の主な支出は、職員給与費の職員手当等４５６，３０７円、税務業務経費の追録代３３７，７００円を含む需用費３４１，２００円であり、支出済額の８６．４％を

65,110,000 65,110,000 1,957,535 63,152,465 3.0

9



10

(5) 交通企画課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、交通安全対策特別交付金８，７６３，０００円であり、収入済額の９８．２％を占めている。

8,061,000 42,000 50,000 △ 8,000 0.6
諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

0 51,771 51,771 0 -
一 般 寄 附 金 一 般 寄 附 金寄 附 金 寄 附 金

手 数 料 384,000 58,000 58,000 0 15.1

収 入 未 済 額調 定 額

合 計

8,922,771

手 数 料 総 務 手 数 料 総 務 管 理 手 数 料

科 目
目 （Ｂ）節

　　　　　　　職　名
　区　分 交 通 安 全 係

0

1 2

2

交 通 企 画 係

(1)

(1)

課 長 課 長 補 佐

1

0

1

1

0

11

係 名

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

8,763,000

（Ｃ）

△ 8,000

0 42.420,650,000

8,914,771

特 別 交 付 金 特 別 交 付 金 特 別 交 付 金 特 別 交 付 金

予 算 現 額
款 （Ａ）

29,095,000

交通安全対策 交通安全対策
項

合 計
30.7

8,763,000

　歳入予算現額２９，０９５，０００円に対し、収入済額８，９２２，７７１円で収入率は３０．７％である。

5

5

0

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

交 通 安 全 対 策

使 用 料 及 び

交通安全対策

　交通企画係においては、公共輸送に関する事務、地域の公共交通に関する事務、市内循環バスに関する事務等を行っている。
　交通安全係においては、交通安全対策の企画及び推進に関する事務、放置自転車対策に関する事務等を行っている。



　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額１９８，２８２，０００円に対し、支出済額６４，１７４，００３円で、３２．４％の執行率である。

　交通対策費の主な支出は、市内循環バス運行事業の業務委託料１７，６７０，０００円及びデマンド交通運行事業の業務委託料２１，７５３，５００円であり、支出済額の
　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等２４１，０２９円である。

193,060,000 198,282,000 64,174,003 134,107,997 32.4
合 計

継 続 支 援 事 業 0 5,222,000 0 5,222,000 0.0
交 通 事 業 者 事 業
促 進 事 業 37,000 37,000 29,000 8,000 78.4
鉄 道 輸 送 力 増 強
（ 補 助 タ ク ） 事 業 23,025,000 23,025,000 7,810,950 15,214,050 33.9

51,602,000 51,602,000 21,753,500 29,848,500 42.2
く き ふ れ あ い タ ク シ ー

70,832,000 70,832,000 17,671,188 53,160,812 24.9
デマンド交通運行事業

市内循環バス運行事業
8,259,000 8,259,000 0 8,259,000 0.0

地域公共交通充実事業
600,000 600,000 490,500 109,500 81.8

7,118,000 3,558,850 3,559,150

4,312,000 4,312,000 1,770,558 2,541,442 41.1
放 置 自 転 車 対 策 事 業

7,003,000 7,003,000 2,564,650 4,438,350 36.6

19,665,000 19,665,000 8,283,778 11,381,222 42.1
交 通 対 策 費 交 通 安 全 対 策 事 業

5,000 5,000 0 5,000 0.0
一 般 管 理 業 務 経 費

事 業 名 （Ａ）
総 務 管 理 費

６１．７％を占めている。

50.0

款 項 目
一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

360,971602,000 602,000 241,029

当 初 予 算 額
（Ｂ）

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目 支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額

運転免許返納推進事業

総 務 費

駐 輪 場 管 理 事 業
7,118,000

交通安全施設管理事業

40.0

（Ａ）-（Ｂ）

11
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(6) 消防防災課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、消防使用料の行政財産使用料５，５００円及び雑入の消防団員退職報償金４，９３３，０００円である。

県 補 助 金 650,000 0 0 0 0.0

13,903,000 4,933,000 4,933,000 0 35.5
雑 入 雑 入

危 機 管 理 係

0

3

1

1 7

7

収 入 未 済 額調 定 額

使 用 料

4,938,500

県 補 助 金 消 防 費 消 防 費 補 助 金

科 目
目

2

（Ｂ）節

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

課 長 補 佐課 長 防 災 監

1

0

0

1

△ 1

11

消 防 団 係
係 名

5,000

4,938,500

5,500

0

0

(1)

予 算 現 額

　危機管理係においては、地域防災計画及び防災会議に関する事務、防災及び災害対策に関する事務等を行っている。
　消防団係においては、埼玉東部消防組合との連絡調整に関する事務、消防団に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）

14,558,000

使 用 料 及 び 消 防 使 用 料

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）（Ｃ）

110.0

項

合 計

諸 収 入 雑 入

33.9

5,500

　歳入予算現額１４，５５８，０００円に対し、収入済額４，９３８，５００円で収入率は３３．９％である。

手 数 料
消 防 使 用 料

県 支 出 金

合 計

12

12

0



　「歳　出」
(単位：円・％)

2,088,699,000 2,088,699,000 1,535,099,120 553,599,880 73.5
合 計

1,677,000 1,677,000 717,392 959,608 42.8
災 害 対 策 事 業

65,000 65,000 0 65,000 0.0
防 災 計 画 推 進 事 業

5,187,000 5,187,000 0 5,187,000 0.0
防 災 備 蓄 品 整 備 事 業

4,160,000 4,160,000 1,215,000 2,945,000 29.2
自主防災組織育成事業

50,826,000 50,826,000 2,180,608 48,645,392 4.3
防 災 体 制 整 備 事 業

1,241,000 1,241,000 102,278 1,138,722 8.2

54,000 54,000 5,314 48,686 9.8
防 災 訓 練 事 業

災 害 対 策 費 災 害 対 策 業 務 経 費
1,800,000 1,800,000 1,800,000 0 100.0

18,310,000 18,310,000 1,573,660 16,736,340 8.6

6,588,000 6,588,000 970,198 5,617,802 14.7

2,111,333

57,934,000 57,934,000 38,159,938 19,774,062 65.9

12,767,000 12,767,000 4,983,476 7,783,524 39.0

事 業 （ 非 常 備 消 防 費 ） 11,855,000 11,855,000 9,344,000 2,511,000 78.8

事 業 （ 常 備 消 防 費 ） 1,909,302,000 1,909,302,000 1,471,181,000 438,121,000 77.1
埼玉東部消防組合負担金

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
総 務 管 理 費

款 項

非常備消防費 埼玉東部消防組合負担金

消 防 団 管 理 業 務 経 費

消 防 団 活 動 事 業

2,958,000
消 防 団 施 設 管 理 事 業

28.6

1,000 1,000 0 1,000 0.0

1,954,4113,974,000 3,974,000 2,019,589

当 初 予 算 額
目

50.8

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

総 務 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

被 災 者 支 援 事 業

消 防 施 設 費 消 火 栓 整 備 事 業

水 防 費 水 防 組 合 負 担 金 事 業

消 防 団 車 両 管 理 事 業
2,958,000 846,667

消 防 費 消 防 費 常 備 消 防 費

13
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　歳出予算現額２，０８８，６９９，０００円に対し、支出済額１，５３５，０９９，１２０円で、７３．５％の執行率である。

　常備消防費の支出は、埼玉東部消防組合負担金事業（常備消防費）の埼玉東部消防組合負担金（共通経費）１，４７１，１８１，０００円である。
　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等２，０１９，５８９円である。

　非常備消防費の主な支出は、埼玉東部消防組合負担金事業（非常備消防費）の埼玉東部消防組合負担金（単独経費）９，３４４，０００円、消防団活動事業の
消防団員報酬１０，１８９，０００円、消防団員退職報償金掛金７，６９９，２００円を含む負担金、補助及び交付金２３，１８６，１３７円であり、支出済額の７８．７％
を占めている。
　消防施設費の支出は、消火栓整備事業の消火栓修理負担金１，５７３，６６０円である。
　水防費の支出は、水防組合負担金事業の利根川栗橋流域水防事務組合負担金１，８００，０００円である。
　災害対策費の主な支出は、防災体制整備事業の光熱水費７７３，２３９円を含む需用費９８０，２５９円、通信運搬費１，１４５，３４９円、自主防災組織育成事業の
コミュニティ助成事業補助金１，２００，０００円であり、支出済額の７８．８％を占めている。



(7) 環境課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

いる。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、環境衛生手数料の犬の登録手数料１，１６７，０００円及び犬の注射済票交付手数料２，６８０，７００円であり、収入済額の７５．６％を占めて
いる。

に関する事務、畜犬登録及び狂犬病予防に関する事務等を行っている。

58.0

800,232

　歳入予算現額８，７７９，０００円に対し、収入済額５，０８９，３８６円で収入率は５８．０％である。

手 数 料

5,089,386

県 支 出 金 県 補 助 金
5,973,000 3,896,720

衛 生 費

環 境 衛 生 使 用 料

21

21

0

(1)

(1)

予 算 現 額

　ゼロカーボン推進係においては、環境基本計画に関する事務、環境政策の企画及び調整に関する事務、広域利根斎場組合との連絡調整に関する事務等を行って

　環境保全・衛生係においては、環境保全に関する事務、公害防止対策及び監視に関する事務、自然保護対策に関する事務、環境衛生に関する事務、鳥獣保護等

款 （Ａ）

8,779,000

使 用 料 及 び 衛 生 使 用 料
800,000

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

800,232

（Ｃ）

0

0

0 0.0

0.0

3,896,720 0 65.2

0

100.0

項

合 計

諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

科 目
目

6

（Ｂ）節

10

10

0

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

課 長 補 佐課 長 主 幹

1

0

1

1

0

11

環境保全・衛生係

係 名
ゼロカーボン推進係

0

6

0

1 2

2

収 入 未 済 額調 定 額

使 用 料

5,089,386

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

手 数 料 衛 生 手 数 料 環 境 衛 生 手 数 料

県 補 助 金
委 託 金 衛生費委託金

環 境 衛 生 費 補 助 金

環 境 衛 生 費 委 託 金
263,000 0 0

29.2

397,000 0 0 0

1,346,000 392,434 392,434

15
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　「歳　出」
(単位：円・％)

369,210 56.4

946,915 35.1

477,790

485,950 39.3

1,980,000 1,980,000 0 1,980,000 0.0
地 域 新 電 力 事 業

61.8

運 用 事 業

環 境 保 全 費 環 境 保 全 業 務 経 費

36.4

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額

17,000 0 17,00017,000

1,369,919

当 初 予 算 額

665,000 665,000 411,300 253,700

（Ａ）-（Ｂ）
執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

71,000 71,000 45,600 25,400 64.2

款 項 目
保 健 衛 生 職 員 給 与 費

2,279,000総 務 費 2,153,000 783,081
環 境 衛 生 費 環 境 衛 生 環 境 衛 生 業 務 経 費

環 境 審 議 会 事 業

環境監査委員会事業

環 境 団 体 支 援 事 業

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
保 健 衛 生 費

314,050

畜 犬 対 策 事 業
847,000 847,000

800,000

環境マネジメントシステム

衛 生 費

総 務 費

ポ イ 捨 て 等 及 び

不 法 投 棄 対 策 事 業

負 担 金 事 業

公 害 監 視 調 査 事 業

180,000 180,000 0 180,000 0.0

30,000 30,000 0 30,000 0.0

568,000 568,000 465,000 103,000 81.9

リ サ イ ク ル 促進事業
0.0

37,000 37,000 0 37,000 0.0
環 境 学 習 事 業

39,000 39,000 19,590 19,410 50.2
自 然 保 護 事 業

408,000 408,000 0 408,000 0.0
広 域 利 根 斎 場 組 合

62,846,000 62,846,000 31,424,000 31,422,000 50.0
緑 の カ ー テ ン 事 業

1,500,000 1,500,000 0 1,500,000 0.0
コ ウ ノ ト リ 餌 場
実 証 実 験 事 業 115,000 115,000 34,184 80,816 29.7

ゼロカーボン推進事業
19,720,000 19,720,000 0 19,720,000 0.0

10,121,000 10,121,000 0 10,121,000 0.0

800,000

路上喫煙防止対策事業 1,459,000 1,459,000 512,085



(単位：円・％)

　歳出予算現額１１２，７９９，０００円に対し、支出済額３８，６６５，５８８円で、３４．３％の執行率である。

ウ　補助金調書

・補助金の概要

・選定理由
　他団体に比べて補助金額が大きいため。

除 草 代 行 事 業

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ）

4,122,462 49.0

1,152,000 1,152,000 210,370

地 域 保 健 衛 生 事 業
（Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

衛 生 費 環 境 衛 生 費 環 境 保 全 費
8,091,000 8,091,000 3,968,538

　環境衛生総務費の主な支出は、広域利根斎場組合負担金事業の広域利根斎場組合負担金３１，４２４，０００円であり、支出済額の９８．２％を占めている。

交付先団体名

対象事業の内容

　保健衛生総務費の支出は、職員給与費の職員手当等７８３，０８１円である。

112,925,000 112,799,000 38,665,588 74,133,412 34.3
合 計

久喜市環境保全会補助金

平成２２年度（旧久喜市では平成１８年度）

青毛堀・稲荷台用水環境保全会

環境保全会がその目的を達成するために実施する会議及び事業に要する経費

交付の目的と必要性

　環境保全費の主な支出は、環境保全業務経費の消耗品費４１１，３００円、ポイ捨て等及び路上喫煙防止対策事業の栗橋駅前喫煙所設置工事設計業務委託料
４９５，０００円及び地域保健衛生事業の小動物死骸回収及び運搬業務委託料３，３６９，１９０円であり、支出済額の７２．５％を占めている。

941,630 18.3

環境保全会を中心として、地域住民の自主的な組織活動による生活環境の保全向上を目的としてい
る。

補助金名称

交付開始年度

当該環境保全会の活動により、河川や周辺の生活環境の保全・向上に一定の成果が見られるが、今
後も引き続き地域清掃や啓発活動は行っていく必要があると考える。

当初目的の達成度

17
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・当該補助金に対する監査結果

エ　改善・要望事項
・高校生を対象とした環境ワークショップを開催したことは評価できます。今後も若い世代を対象とした事業展開を期待します。
・ゼロカーボン推進補助金の予算に制限がないよう、補正予算等の対応に努めてください。

　他団体に比べて補助金額が大きい理由として、美化活動を行っている対象範囲が他の団体より広くなっていることや、ごみ拾いだけでなく、植栽の管理をこまめに
行っていること、知識・教養を高めるための研修を実施していることを確認した。また、当該補助金については、適正に運用されていると認められた。

円

円

円

（
主
な
内
訳

）

14,427

4,244

385,124

事務費

会議費

事業費

8,930繰越金額　（A）－（B）

円

収入金額に対する補助金額の割合 97.8

円

円

％

円

403,795

8,930

403,795

市からの補助金額

繰越金

（
主
な
内
訳

）

支出金額　（B）円

・補助事業・団体の直近決算概要

412,725収入金額　（A)



(8) 障がい者福祉課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し３人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

重度心身障害者医療費に関する事務等を行っている。

障害福祉サービスに関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

社 会 福 祉 費 委 託 金
99.8

0.00

31,928

0

0

0
諸 収 入

委 託 金

受託事業収入

民生費委託金

民 生 費
受託事業収入

予 算 現 額

　障がい者福祉係においては、障がい者計画、障がい福祉計画及び障がい児福祉計画に関する事務、障がい者及び障がい児に係る諸手当に関する事務、

　自立支援第１係及び自立支援第２係においては、障がい者及び障がい児の援護に関する事務、障がい者及び障がい児に係る相談及び指導に関する事務、

款 （Ａ）
収 入 率収 入 済 額

（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

課 長 課 長 補 佐

1

0

8

8

0

係 名
障がい者福祉係

臨 時 的
任 用 職 員

（Ｂ）節

3

2

11

自立支援第２係自立支援第１係

1,522,000

社 会 福 祉 費
受 託 事 業 収 入

32,000

16,691,000

31,928

1,522,989負 担 金
社 会 福 祉 費 分 担 金

国 庫 支 出 金

分 担 金 及 び 民生費分担金

県 補 助 金 民 生 費 社 会 福 祉 費 補 助 金

国 庫 負 担 金 民 生 費 社 会 福 祉 費 負 担 金

5

1,522,989

（Ｃ）

0 100.1

科 目
目

6

0

6

0

(1)1 9

9

1

0

1

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

31

28

3

(1)

収 入 未 済 額調 定 額

分 担 金
項

委 託 金 民生費委託金 児 童 福 祉 費 委 託 金

県 支 出 金 県 負 担 金

国 庫 負 担 金 46.8

388,731,000 0 0 0 0.0
児 童 福 祉 費 負 担 金

1,430,840,000 1,314,971,989 669,761,989 645,210,000

国 庫 補 助 金 62,904,000 0 0 0 0.0
国 庫 補 助 金 民 生 費 社 会 福 祉 費 補 助 金

0.0

県 負 担 金 690,368,000 0 0 0 0.0
民 生 費 社 会 福 祉 費 負 担 金

539,000 0 0 0

0.0
児 童 福 祉 費 負 担 金

県 補 助 金 223,674,000 102,114,000 102,114,000 0 45.7

194,365,000 0 0 0

19
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(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、民生費国庫負担金の社会福祉費負担金６６９，７６１，９８９円であり、収入済額の８６．４％を占めている。

　「歳　出」
(単位：円・％)

27.2

2,954,970

5,705,000 1,991,878 1,991,878 0 34.9

地 域 活 動 支 援

25.7

45,773,000 12,427,458 33,345,54245,773,000

諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

4,053,970

意 思 疎 通 支 援 事 業

1,420,632,784

給 付 等 事 業

セ ン タ ー 事 業

　歳入予算現額３，０１５，３７１，０００円に対し、収入済額７７５，４２２，７８４円で収入率は２５．７％である。

50.9

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

民 生 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

3,015,371,000

款 項 目
社会福祉総務費 職 員 給 与 費

8,252,000 8,252,000 4,198,030
自立支援給付費 介 護 給 付 費 事 業

当 初 予 算 額

12,109,000 12,109,000 9,154,030

3,872,000 3,872,000 887,510

645,210,000

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
社 会 福 祉 費

775,422,784
合 計

2,763,701,000 2,763,701,000 1,225,144,682 1,538,556,318 44.3

認 定 事 業 2,660,000 2,660,000 1,079,636 1,580,364 40.6
障 害 支 援 区 分

57,123,000 57,123,000 55,787,366 1,335,634 97.7
地域生活支援費 相 談 支 援 事 業

75.6
日 常 生 活 用 具

46,629,000 46,639,000 45,710,700 928,300 98.0
更生訓練費給付事業

2,984,490 22.9
障がい者就職支度金

144,000 169,000 96,372 72,628 57.0
知 的 障 が い 者
給 付 事 業

職 親 委 託 事 業 1,800,000 1,800,000 0 1,800,000 0.0
社 会 参 加 促 進 事 業

1,582,000 1,582,000 958,478 623,522 60.6
ボランティア育成事業

4,736,000 4,736,000 4,736,000 0 100.0
発 達 障 が い 児 等
総 合 支 援 事 業 1,507,000 1,507,000 10,000 1,497,000 0.7
地 域 生 活 支 援 事 業

50,170,000 50,170,000 16,821,396 33,348,604 33.5



(単位：円・％)

48.7

27.5

5,178,000 5,178,000 0 5,178,000 0.0

4,698,000 4,698,000 1,920,000 2,778,000 40.9

391,000 401,000 52,000 349,000 13.0

404,000 404,000 173,000 231,000 42.8

286,000 286,000 0 286,000 0.0

5,555,000 5,555,000 5,554,300 700 100.0

福 祉 計 画 策 定 事 業

9,321,000 9,321,000 2,134,925 7,186,075 22.9

1,074,000 1,074,000 295,000 779,000

39,988,000 39,988,000 19,488,060 20,499,940

障がい者団体活動費
補 助 事 業
障 害 児 （ 者 ） 生 活
サ ポ ー ト 補 助 事 業
障 が い 者 就 労
支 援 事 業
障 が い 者 外 出
支 援 事 業
パーキングパーミット
交 付 事 業
難 聴 児 補 聴 器
購 入 費 助 成 事 業
手 話 普 及 促 進 事 業

医 療 的 ケ ア 児 等
総 合 支 援 事 業
障がい者計画・障がい（児）

執 行 率科 目
当 初 予 算 額

（B）/（Ａ）×100

生 活 ホ ー ム 事 業

（Ａ）-（Ｂ）目款 事 業 名

給 付 事 業 2,607,000 2,607,000 1,097,720 1,509,280

民 生 費 社 会 福 祉 費

42.1
在宅障がい者紙おむつ

障がい福祉費 障がい福祉業務経費

136,726,177 196,703,823医 療 給 付 事 業

項

333,430,000 333,430,000
重 度 心 身 障 害 者

41.0

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額

2,528,000 2,528,000 719,976 1,808,024 28.5
障 が い 者 施 策 推 進

（Ａ） （Ｂ）

特 別 障 害 者 手 当

協 議 会 運 営 事 業 384,000 384,000 72,000 312,000 18.8

1,796,000 1,796,000 447,720 1,348,280 24.9

支 給 事 業 66,793,000 66,793,000 32,537,120 34,255,880 48.7
在宅重度心身障害者
手 当 支 給 事 業 121,634,000 121,634,000 58,781,000 62,853,000 48.3
難 病 患 者 見 舞 金
支 給 事 業 10,950,000 10,950,000 4,070,000 6,880,000 37.2
重度身体障害者居宅
改 善 整 備 補 助 事 業 600,000 600,000 0 600,000 0.0
共同生活援助（差額）
補 助 事 業 352,000 352,000 0 352,000 0.0
民間施設バリアフリー化
支 援 事 業 1,200,000 1,200,000 0 1,200,000 0.0
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(単位：円・％)

　歳出予算現額４，４９７，２３１，０００円に対し、支出済額２，１１０，９４９，９２０円で、４６．９％の執行率である。

ウ　補助金調書

・補助金の概要

・選定理由
　他団体に比べて補助金額が大きいため。

0.0

52.5

52.9

0

408,776,542

4,787,433

1,000

370,066,458

4,267,567

43,754,711 56.3

1,000

778,843,000

8,890,000

1,000

778,843,000

9,055,000
児童福祉施設費

利用者負担額助成事業
障 害 児 通 所
給 付 費 事 業
の ぞ み 園 管 理
運 営 事 業

科 目
当 初 予 算 額

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

児 童 福 祉 費 児童福祉総務費 心身障がい児通園施設

事 業 名
障 が い 者 施 設

項
社 会 福 祉 費

目
社会福祉施設費

地域活動支援センターⅡ型事業運営費補助金

平成18年度（社会福祉法人みぬま福祉会は平成25年度から）

社会福祉法人　みぬま福祉会（地域活動支援センターたいよう）　　

障がい者への食事の提供、入浴、送迎

当初目的の達成度

交付の目的と必要性
障がい者に対して創作的活動、生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等を図るとともに、日
常生活に必要な便宜を提供する。

補助金名称

交付開始年度

　地域生活支援費の主な支出は、相談支援事業の委託料５４，５６４，４５０円、意思疎通支援事業の委託料９，０３９，０００円、日常生活用具給付等事業の扶助費
　自立支援給付費の主な支出は、介護給付費事業の扶助費１，２２４，２１５，５１６円であり、支出済額の９９．８％を占めている。

交付先団体名

対象事業の内容

款
民 生 費

運 営 事 業 99,168,000 100,060,000 56,305,289

１２，４２７，４５８円、地域活動支援センター事業の委託料４５，３９１，７００円、地域生活支援事業の負担金、補助及び交付金の１６，８２１，３９６円であり、支出済額
の９４．３％を占めている。
　障がい福祉費の主な支出は、重度心身障害者医療給付事業の扶助費１３４，８０４，６０４円、特別障害者手当支給事業の扶助費３２，５３７，１２０円、在宅重度心身
障害者手当支給事業の扶助費５８，７８１，０００円、障がい者外出支援事業の委託料１９，４８８，０６０円であり、支出済額の９３．０％を占めている。
　社会福祉施設費の主な支出は、障がい者施設運営事業の委託料５６，１６８，２００円であり、支出済額の９９．８％を占めている。
　児童福祉総務費の支出は、障害児通所給付費事業の役務費５２４，４００円及び扶助費４０８，２５２，１４２円である。
　児童福祉施設費の支出は、のぞみ園管理運営事業の役務費１２，４３３円、委託料４，７５３，０００円及び工事請負費２２，０００円である。

　社会福祉総務費の支出は、職員給与費の職員手当等４，１９８，０３０円である。

4,496,129,000 4,497,231,000 2,110,949,920 2,386,281,080 46.9
合 計



・当該補助金に対する監査結果

エ　改善・要望事項
・令和５年９月３０日現在で、休職者が６名います。職員の不足は、障がい者福祉に影響を及ぼすことも懸念されますので、人員増を要望してください。

　当該補助金は、サービス利用者に対する給付を目的に事業を委託する社会福祉法人に対し補助金を交付しているものであることを確認した。また、当該補助金に
ついては、適正に運用されていると認められた。

23



24

(9) 新型コロナウイルスワクチン対策課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し２人減である。
　ワクチン対策係の主な所掌事務は、新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種に関する事務である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金【繰越明許費分】９３，３９２，０００円及び新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補
助金１３５，２２７，０００円であり、収入済額の９０．１％を占めている。

　「歳　出」
(単位：円・％)

0 740,691,469 178,093,892 562,597,577 24.0
合 計

【 繰 越 明 許 費 分 】 0 118,439,469 100,740,342 17,699,127 85.1

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス

ワクチン対策係

1

1 8

7

収 入 未 済 額調 定 額

国 庫 負 担 金

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）

253,762,954

国 庫 補 助 金 衛 生 費 保 健 衛 生 費 補 助 金
国 庫 補 助 金 276,024,469 160,274,000 160,274,000 0

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

課 長 補 佐課 長 主 幹

1

0

0

1

△ 1

11

項

合 計

目 （Ｂ）節

保 健 衛 生 費

0 96,954
雑 入 雑 入

保 健 予 防 費 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス

科 目
款 項 目

ワ ク チ ン 接 種 事 業 0 622,252,000 77,353,550

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

93,392,000

（Ｃ）

0

0 19.1

58.1

0 -

544,898,450

487,713,000

253,762,954

当 初 予 算 額

96,954

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

17

19

△ 2

(1)

予 算 現 額
款 （Ａ）

763,737,469

国 庫 支 出 金 衛 生 費

科 目

7

9

△ 2

諸 収 入 雑 入

国 庫 負 担 金
保 健 衛 生 費 負 担 金

係 名 会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

ワ ク チ ン 接 種 事 業

33.2

93,392,000

　歳入予算現額７６３，７３７，４６９円に対し、収入済額２５３，７６２，９５４円で収入率は３３．２％である。

12.4

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

衛 生 費



　歳出予算現額７４０，６９１，４６９円に対し、支出済額１７８，０９３，８９２円で、２４．０％の執行率である。

許費分】の新型コロナウイルスワクチン接種業務委託料９８，４６３，５３１円を含む委託料９９，７８４，０００円であり、支出済額の９３．２％を占めている。
　主な支出は、新型コロナウイルスワクチン接種事業の電算業務委託料８５８，０００円を含む委託料６６，２３９，４２３円、新型コロナウイルスワクチン接種事業【繰越明
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(10) 子ども未来課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し２人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

いる。

養育医療費に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

国 庫 支 出 金 国 庫 負 担 金

補 助 金 362,281,000 127,484,000 127,484,000 0 35.2
国 庫 補 助 金 民 生 費 国 庫 児 童 福 祉 費 補 助 金

医療手当係子ども・青少年係

1

8

7

調 定 額

負 担 金

手 数 料 民 生 手 数 料 児 童 福 祉 手 数 料
124,000 48,150

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

課 長 補 佐課 長 主 幹

1

0

5

5

0

11

48,150 0

277,605,000 185,063,000 92,542,000

（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

1,084,240

（Ｃ）

0

62.4

2,438,000 1,084,240

　各支所児童福祉係においては、保育所等の入所申請に関する事務、保育料の徴収に関する事務、保育所等との連絡調整に関する事務等を行っている。

44.5

収 入 率収 入 済 額

5

0

(1)1

負 担 金

2

0

収 入 未 済 額

296,349,000負 担 金

(1) (1)

(1)

予 算 現 額

　子ども・青少年係においては、子ども・子育て支援事業計画に関する事務、要保護児童等の支援に関する事務、ファミリー・サポート・センターに関する事務等を行って

　医療手当係においては、児童手当に関する事務、児童扶養手当に関する事務、赤ちゃんスマイル祝金に関する事務、自立支援医療(育成医療)に関する事務、未熟児

款 （Ａ）
分 担 金 及 び 民生費負担金

項

県 支 出 金 県 負 担 金 民 生 費 県 児 童 福 祉 費 負 担 金

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減

1

1

0

16

15

1

43

41

2

鷲宮児童福祉係

(1)

(1)

係 名

臨 時 的
任 用 職 員

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

菖蒲児童福祉係

2 (1)

2 (1)

0

栗橋児童福祉係

2 (1)

2 (1)

0

5

2

科 目
目 （Ｂ）節

手 数 料 38.8

負 担 金
児 童 福 祉 費 負 担 金

使 用 料 及 び

民 生 費 国 庫 児 童 福 祉 費 負 担 金
57.51,485,653,000 1,255,064,750 854,991,923 400,072,827



(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、民生費国庫負担金の児童手当負担金７９７，１３５，０００円、民生費国庫補助金の子育て世帯生活支援特別給付金事業費補助金
１２３，３００，０００円、民生費県負担金の児童手当負担金１８５，０６３，０００円であり、収入済額の８９．２％を占めている。

　「歳　出」
(単位：円・％)

8,283,000 8,283,000 0 8,283,000 0.0
こ ど も 計画策定事業
拠 点 運 営 事 業 3,204,000 6,515,000 3,063,393 3,451,607 47.0
子ども家庭総合支援

2,019,000 2,019,000 1,675,000 344,000 83.0

給 付 事 業 8,412,000 8,412,000 5,407,779 3,004,221 64.3
青少年健全育成事業

5,456,000 5,456,000 1,463,744 3,992,256 26.8
未 熟 児 養 育 医 療
（育成医療）支給事業

自 立 支 援 事 業
自 立 支 援 医 療 費

26,926,000 26,926,000 6,778,500 20,147,500 25.2

2,334,000 2,334,000 1,535,165 798,835 65.8

72,650,000

552,761,000 552,761,000 298,398,550 254,362,450 54.0
子ども医療費支給事業

おもちゃ図書館運営事業
44,000 44,000 6,256

運 営 事 業 336,000

14.2

雑 入 雑 入諸 収 入 雑 入
1,533,000 3,828,147 619,259 3,208,888 40.4

53.7

28.9
民 生 費

児 童 福 祉 費 補 助 金
補 助 金 157,615,000 69,624,000 69,624,000 0

款 項 目
児 童 福 祉 職 員 給 与 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目
事 業 名 （Ａ）

児 童 福 祉 費
6,392,000総 務 費 6,392,000 1,846,758

児 童 福 祉 業 務 経 費
70,000 293,000 23,166

336,000 66,000
児 童 福 祉 審 議 会

ひ と り 親 家 庭 等

ひ と り 親 家 庭

269,834

270,000

37,744

（Ｂ）

1,238,914,572

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

495,823,715

44.2

7.9

19.6

4,545,242

1,734,738,287

当 初 予 算 額

46.6

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100款 項 目 節

民 生 費 県

72,650,000 33,859,861 38,790,139

2,305,993,000
合 計

県 支 出 金 県 補 助 金

　歳入予算現額２，３０５，９９３，０００円に対し、収入済額１，２３８，９１４，５７２円で収入率は５３．７％である。

ファ ミリー ・サポート ・
医 療 費 支 給 事 業

セ ン タ ー 運 営 事 業
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(単位：円・％)

　歳出予算現額３，７９５，４９６，０００円に対し、支出済額１，７１５，６２９，６８２円で、４５．２％の執行率である。

の８８．６％を占めている。
　児童福祉総務費の主な支出は、子ども医療費支給事業の扶助費２９０，５４６，２２７円、ひとり親家庭等医療費支給事業の扶助費３３，１４９，３３４円であり、支出済額

3,186,015,000 3,795,496,000 1,715,629,682 2,079,866,318 45.2
合 計

　児童措置費の主な支出は、児童扶養手当給付事業の扶助費１９８，９８１，９２０円、児童手当給付事業の扶助費６１６，４２０，０００円、子育て世帯応援給付金給付事

113,708,000 113,708,000 4,966,000 108,742,000 4.4
地域子育て支援事業

5,085,000 5,085,000 2,265,456 2,819,544 44.6
児童福祉施設入所事業

132,000 132,000 13,580 118,420 10.3
つ ど い の 広 場 事 業

施 設 費 126,000 126,000 18,128 107,872 14.4
児 童 福 祉 職 員 給 与 費

給 付 金 給 付 事 業 0 455,329,000 411,704,155 43,624,845 90.4
子 育 て 世 帯 応 援
特別給付金給付事業 0 145,486,000 114,130,732 31,355,268 78.4
子育て世帯生活支援

1,284,000 3,931,000 24.6

1,924,757,000 1,924,757,000 617,173,237 1,307,583,763 32.1
児 童 手 当 給 付 事 業

総 務 費

（Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100
予 算 残 額 執 行 率

款
民 生 費 児 童 福 祉 費 児 童 福 祉 子育て世帯訪問支援

支 出 済 額

臨 時 特 例 事 業 5,949,000 5,215,000

予 算 現 額

0 5,866,000開 設 準 備 事 業 0 5,866,000
こ ど も 家 庭 セ ン タ ー

項 目 事 業 名 （Ａ）
科 目

当 初 予 算 額

9,900,000 6,335,000 61.0

0.0

業の補助金４０３，１４０，０００円であり、支出済額の９０．７％を占めている。
　児童福祉施設費の主な支出は、児童福祉施設入所事業の業務委託料２，２６５，４５６円、地域子育て支援事業の利用者支援業務委託料４，９６６，０００円であり、支
出済額の９９．６％を占めている。

46.4431,136,000 431,136,000 200,050,222 231,085,778
児 童 措 置 費 児童扶養手当給付事業

赤ちゃんスマイル祝金
支 給 事 業 16,235,000 16,235,000



ウ　補助金調書

・補助金の概要

・選定理由
　令和４年度は令和３年度の倍以上の補助金額を交付しているが、令和４年度の補助金額に近い繰越金額が生じているため。

・当該補助金に対する監査結果

円

347,000

19,000

4

284,058

市からの補助金額

会費

利子

（
主
な
内
訳

）

新型コロナウイルスの影響により、事業の中止や規模を縮小しての実施であったが、青少年健全育成
の推進を図ることができた。

収入金額に対する補助金額の割合 58.4

円

円

円

％

前年度繰越金 198,022 円

支出金額　（B）円

・補助事業・団体の直近決算概要

594,026収入金額　（A)

当初目的の達成度

　新型コロナウイルスの影響により、事業を中止したり規模を縮小して実施したため、繰越金額が生じたことや、余剰分の補助金については、
市へ返還していることを確認した。また、当該補助金については、適正に運用されていると認められた。

円

円

円（
主
な
内
訳

）

237,106

3,553

5,000

事業費

会議費

負担金

309,968繰越金額　（A）－（B）

円

事業費交付金 30,000 円 事務費 38,399 円

交付先団体名

対象事業の内容

久喜市青少年育成団体活動費補助金

平成２２年度

久喜市菖蒲地区青少年育成市民会議

・青少年の健全育成に資する事業又は団体の会報等の発行に関する事業
・関係機関及び関係団体等との連絡調整に関する事業
・その他団体の目的を達成するために必要な事業

交付の目的と必要性 青少年の健全な育成を推進するため、活動を行う団体に対して、補助金を交付する。

補助金名称

交付開始年度
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エ　改善・要望事項
・複数の電算システムが監査で確認できましたが、今後もできる限り統合に努めてください。



・ 児童センター

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　主な所掌事務は、施設の管理運営に関する事務、遊びを通した体力増進の指導に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

調 定 額

1

△ 1

　　　　　　　職　名
　区　分

所 長 主 任 主 事

本 年 度 1 2

比 較 増 減 0 1

0

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

1 4

1 4

0 0

収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

科 目 予 算 現 額

110.02,000 2,200 2,200 0
諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

2,200 0 110.0

　歳入予算現額２，０００円に対し、収入済額２，２００円で収入率は１１０．０％である。
　収入済額は、雑入の児童センター事業に係る参加費２，２００円である。

合 計
2,000 2,200

民 生 費 児 童 福 祉 費 児 童 福 祉 児童館運営委員会事業

支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

児 童 館 運 営 事 業

39.1

　歳出予算現額７，０７６，０００円に対し、支出済額２，７６８，６６０円で、３９．１％の執行率である。
　主な支出は、児童館管理事業の光熱水費３１８，８５１円及び管理業務委託料１，２１４，７００円を含む委託料１，８９３，９５０円であり、支出済額の７９．９％を占めてい
る。

139,953 57.7

合 計
6,754,000 7,076,000

331,000 331,000 191,047

2,768,660 4,307,340

前 年 度 1 1

72,000 40.0
児 童 館 管 理 事 業

施 設 費 120,000 120,000 48,000

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額

6,303,000 6,625,000 2,529,613 4,095,387 38.2
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・ 久喜地域子育て支援センター

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人増である。
　主な所掌事務は、施設の管理運営に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

73.1

　歳出予算現額６４８，０００円に対し、支出済額４７３，６５８円で、７３．１％の執行率である。
　主な支出は、傷害保険料１３５，２１１円、講座業務委託料１９０，０００円であり、支出済額の６８．７％を占めている。

合 計

合 計
648,000 648,000 473,658 174,342

施 設 費 運 営 事 業 648,000 648,000 473,658 174,342 73.1
民 生 費 児 童 福 祉 費 児 童 福 祉 地域子育て支援センター

款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ）

　歳入予算現額１，０００円に対し、収入済額０円で収入率は０％である。

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
（Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

合 計
1,000 0 0 0 0.0

1,000 0 0 0 0.0

（Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100
諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ）
科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

5

比 較 増 減 0 0 1 1

前 年 度 1 1 3

本 年 度 1 1 4 6

　　　　　　　職　名
　区　分

担 当 主 査 主 任
会 計 年 度
任 用 職 員



・ 栗橋地域子育て支援センター

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　主な所掌事務は、施設の管理運営に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

432,000 114,055 317,945 26.4

　歳出予算現額４３２，０００円に対し、支出済額１１４，０５５円で、２６．４％の執行率である。
　主な支出は、消耗品費４０，６９６円、電話代４１，５２２円であり、支出済額の７２．１％を占めている。

114,055 317,945 26.4

合 計
432,000

施 設 費 運 営 事 業 432,000 432,000
民 生 費 児 童 福 祉 費 児 童 福 祉 地域子育て支援センター

　歳入予算現額９，０００円に対し、収入済額０円で収入率は０％である。

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 （B）/（Ａ）×100項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

合 計
9,000 0 0 0 0.0

9,000 0 0 0 0.0
諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

比 較 増 減 0 0 0 0

科 目 予 算 現 額

前 年 度 1 1 3 5

　　　　　　　職　名
　区　分

担 当 主 査 主 任
会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

本 年 度 1 1 3 5

33



34

・ 鷲宮地域子育て支援センター

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　主な所掌事務は、施設の管理運営に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

（B）/（Ａ）×100

603,177 1,131,823 34.8

ター運営事業の講座業務委託料１９０，０００円であり、支出済額の８１．１％を占めている。

施 設 費 管 理 事 業 1,735,000 1,735,000

924,266 1,408,734 39.6

　歳出予算現額２，３３３，０００円に対し、支出済額９２４，２６６円で、３９．６％の執行率である。
　主な支出は、地域子育て支援センター管理事業の光熱水費１８５，２６４円、施設維持管理業務委託料１９８，７１５円を含む委託料３７４，４８５円、地域子育て支援セン

321,089 276,911 53.7

3,000 3,800 3,800 0 126.7

（Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

0 38.6

　歳入予算現額４９，０００円に対し、収入済額１８，９２０円で収入率は３８．６％である。

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率

18,920 18,920

地域子育て支援センター

2,333,000
合 計

2,333,000

運 営 事 業 598,000 598,000

民 生 費 児 童 福 祉 費 児 童 福 祉 地域子育て支援センター

使 用 料 及 び 使 用 料 民 生 使 用 料 児 童 福 祉 使 用 料
手 数 料

項 目 事 業 名 （Ａ）款

　収入済額の主なものは、雑入の地域子育て支援センター太陽光発電電気料１５，１２０円であり、収入済額の７９．９％を占めている。

49,000

46,000 15,120 15,120 0 32.9

合 計

諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

比 較 増 減 0 0 0 0

科 目 予 算 現 額

前 年 度 1 1 4 6

　　　　　　　職　名
　区　分

担 当 主 査 主 任
会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

本 年 度 1 1 4 6



・ 鷲宮児童館

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　主な所掌事務は、施設の管理運営に関する事務、集団及び個別の遊びの指導に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

41.6

　歳出予算現額５，８９４，０００円に対し、支出済額２，４５１，４２１円で、４１．６％の執行率である。
　主な支出は、児童館管理事業の修繕費７４２，５００円を含む需用費１，１５９，２６３円、施設管理業務委託料８５８，５５０円を含む委託料１，０１２，０００円であり、支出
済額の８８．６％を占めている。

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

1

1

0

合 計
5,881,000 5,894,000 2,451,421 3,442,579

154,546 30.4

3,288,033 42.0
児 童 館 運 営 事 業

施 設 費 5,659,000 5,672,000 2,383,967

222,000 222,000 67,454

民 生 費 児 童 福 祉 費 児 童 福 祉 児 童 館 管 理 事 業

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

12,370 370 12,000 37.0

　歳入予算現額１，０００円に対し、収入済額３７０円で収入率は３７．０％である。
　収入済額は、児童福祉使用料の行政財産使用料３７０円である。

0 12,000 -

合 計
1,000

0 12,000
諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入
手 数 料 1,000 370 370 0 37.0
使 用 料 及 び 使 用 料 民 生 使 用 料 児 童 福 祉 使 用 料

収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

比 較 増 減 0 0 0 0

科 目 予 算 現 額

前 年 度 1 2 3 7

調 定 額

　　　　　　　職　名
　区　分

館 長 主 任 保 育 士

本 年 度 1 2 3 7
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(11) すみれ保育園

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し２人減である。
　主な所掌事務は、入所児童の保育に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、児童福祉費負担金の市立保育所延長保育保護者負担金２，０００円、雑入の保育所職員等給食費徴収金９３８，７４０円、一時保育利用料２９９，０００円、
すみれ保育園太陽光発電電気料７１，４９７円、３歳以上児給食費徴収金１，１１９，５００円である。

　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額１４，４７４，０００円に対し、支出済額５，４９８，７８９円で、３８．０％の執行率である。
　主な支出は、保育所運営事業の賄材料費３，０１８，７２６円を含む需用費４，３０６，３７６円であり、支出済額の７８．３％を占めている。

14,474,000 14,474,000 5,498,789 8,975,211 38.0
合 計

12,239,000 12,239,000 4,586,954 7,652,046 37.5

2,430,737

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

雑 入 雑 入 雑 入
6,870,000 2,440,459 2,428,737 11,722 35.4

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 △ 1

主 任主 幹 兼 園 長 園 長

0

1

12

7

5

10

1

項

合 計

科 目
目

3

（Ｂ）節

13

15

△ 2△ 5

3

0

3

8

調 定 額

負 担 金

目
児 童 福 祉 保 育 所 管 理 事 業

2,235,000 2,235,000 911,835
保 育 所 運 営 事 業

当 初 予 算 額
（Ｂ）事 業 名 （Ａ）

児 童 福 祉 費

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

2,000

（Ｃ）

200 16.7

収 入 未 済 額

40.8

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

民 生 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

6,882,000

施 設 費 1,323,165

2,442,659 11,922

款 項

保 育 士
調 理 員 兼
業 務 員

35.3

2,200

　歳入予算現額６，８８２，０００円に対し、収入済額２，４３０，７３７円で収入率は３５．３％である。

負 担 金
児 童 福 祉 費 負 担 金

諸 収 入

32

34

△ 2

予 算 現 額
款 （Ａ）

分 担 金 及 び 民生費負担金
12,000



(12) 中央保育園

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人減である。
　主な所掌事務は、入所児童の保育に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、児童福祉費負担金の市立保育所延長保育保護者負担金６４，３００円、雑入の保育所職員等給食費徴収金７１０，８２０円、３歳以上児給食費徴収金
１，３２５，５００円である。

　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額１３，５７７，０００円に対し、支出済額４，８１１，７３２円で、３５．４％の執行率である。
　主な支出は、保育所運営事業の賄材料費２，９１４，７６４円を含む需用費４，２５２，０９４円であり、支出済額の８８．４％を占めている。

13,577,000 13,577,000 4,811,732 8,765,268 35.4
合 計

12,323,000 12,323,000 4,476,848 7,846,152 36.3

5,661,000 2,036,320 2,036,320 0 36.0

2

収 入 未 済 額調 定 額

負 担 金

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
児 童 福 祉 費

2,100,620

雑 入 雑 入 雑 入

15

（Ｂ）節

0

予 算 現 額

2,100,620

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

保 育 士園 長 主 任

6

0

6

6

0

61

14

△ 1

1 2

保 育 所 運 営 事 業

当 初 予 算 額

項

合 計

目

負 担 金
児 童 福 祉 費 負 担 金

諸 収 入

款 （Ａ）

5,805,000

分 担 金 及 び 民生費負担金

施 設 費

144,000

　歳入予算現額５，８０５，０００円に対し、収入済額２，１００，６２０円で収入率は３６．２％である。

26.7

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

民 生 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

919,116

0

款 項 目
児 童 福 祉 保 育 所 管 理 事 業

1,254,000 1,254,000 334,884

調 理 員 兼
業 務 員

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

29

30

△ 1

36.2

64,300

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

64,300

（Ｃ）

0 44.7

科 目
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ウ　改善・要望事項
・中央保育園の今後の方向性を検討する際は、UR（独立行政法人都市再生機構）の動向にも注視してください。



(13) 道路建設課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、行政財産使用料の６，６８０円である。

0.0
土 木 費 県 都 市 計 画 費 負 担 金

2,386,000 0 0 0 0.0
雑 入 雑 入諸 収 入 雑 入

0 0

派 遣 職 員 合 計

使 用 料 土 木 使 用 料 都 市 計 画 使 用 料
6,000 6,680 6,680 0 111.3

補 助 金 24,225,000 0 0

(1)1 4

3

収 入 未 済 額調 定 額

負 担 金

6,680

0
土 木 費 国 庫

2

2

0

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 △ 1

課 長 補 佐参 事 兼 課 長 主 幹

0

0

1

1

0

11

街 路 整 備 係
係 名

道 路 整 備 係

1

2

0

科 目
目

2

（Ｂ）節

手 数 料

都 市 計 画 費 補 助 金
【 繰 越 明 許 費 分 】

10,377,000

項

合 計

都 市 計 画 費 補 助 金

県 支 出 金 県 負 担 金

負 担 金
都 市 計 画 費 負 担 金

使 用 料 及 び

0

国 庫 支 出 金 国 庫 補 助 金

43,343,000 0

負 担 金

収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

0

（Ｃ）

0

0

0 0.0

0 0 0.0

0.0

24,000,000

6,680

0

　歳入予算現額１３９，３２９，０００円に対し、収入済額６，６８０円で収入率は０．０％である。

10

10

0

(1) (1)

予 算 現 額

　道路整備係においては、道路及び橋りょうの新設及び改良の計画及び工事に関する事務、橋りょうの維持管理及び補修に関する事務等を行っている。
　街路整備係においては、街路整備事業に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）

139,329,000

分 担 金 及 び 土木費負担金

0.0

0.0

収 入 率

道 路 橋 り ょ う 費 補 助 金

1,945,000 0

土 木 管 理 費 補 助 金

0

33,047,000 0 0 0 0.0
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　「歳　出」
(単位：円・％)

【 繰 越 明 許 費 分 】 1,825,000 1,825,000 0 1,825,000 0.0

整備事業【事故繰越分】 11,613,300 11,613,300 11,613,300 0 100.0

0.0

731,242,300 731,367,300

鷲 宮 産 業 団 地 青 毛 線

16.7
合 計

121,969,770 609,397,530

平 沼 和 戸 線 整 備 事 業

佐間・八甫線整備事業
【 繰 越 明 許 費 分 】 74,107,000 74,107,000 0 74,107,000

整 備 事 業 111,622,000 111,622,000 2,490,000 109,132,000 2.2
鷲 宮 産 業 団 地 青 毛 線

11,944,000 11,944,000 275,000 11,669,000 2.3

98,560,000 98,560,000 24,861,897 73,698,103 25.2
平 沼 和 戸 線 整 備 事 業

51,807,000 51,807,000 12,818,300 38,988,700 24.7
佐間・八甫線整備事業

5,731,000 5,731,000 1,167,100 4,563,900 20.4
東 停 車 場 線 整 備 事 業

26,000 26,000 18,836 7,164 72.4
街 路 用 地 管 理 事 業

3,410 590 85.3
街 路 事 業 費 街 路 事 業 業 務 経 費

29,408 422,592 6.5
都 市 計 画 業 務 経 費

総 務 費

5,450,000 104,371,000 5.0
都 市 計 画 費 都 市 計 画 職 員 給 与 費

橋 り ょ う 長 寿 命 化
改 良 費

【 繰 越 明 許 費 分 】 7,673,000 7,673,000 0 7,673,000 0.0

道 路 改 良 事 業 39,052,000 39,052,000 990,000 38,062,000 2.5

改 良 費 123,078,000 123,078,000 32,426,093 90,651,907 26.3

5,952,000 5,952,000 2,632 5,949,368 0.0

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
道路橋りょう費

109,821,000

452,000

4,000

109,821,000

452,000

4,000

道 路 新 設 道 路 新 設 改 良 事 業

市 道 久 喜 ７ 号 線

道 路 新 設 改 良 事 業

橋 り ょ う 維 持 橋 り ょ う 補 修 事 業

375,000総 務 費

当 初 予 算 額

25.71,500,000

【 繰 越 明 許 費 分 】 76,100,000 76,100,000 29,345,544 46,754,456 38.6

406,750500,000 93,250
道 路 橋 り ょ う 業 務 経 費

18.7

支 出 済 額
款 項 目

1,500,000 385,000 1,115,000

予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

土 木 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

道 路 橋 り ょ う 職 員 給 与 費

東 停 車 場 線 整 備 事 業

修 繕 事 業



　歳出予算現額７３１，３６７，３００円に対し、支出済額１２１，９６９，７７０円で、１６．７％の執行率である。

　道路新設改良費の主な支出は、道路新設改良事業の設計業務委託料３，９４９，０００円を含む委託料４，３３４，０００円、工事請負費２６，９７０，０００円であり、支出
　道路橋りょう総務費の支出は、職員給与費の職員手当等９３，２５０円及び道路橋りょう業務経費の旅費２，６３２円である。

　都市計画総務費の支出は、職員給与費の職員手当等２９，４０８円及び都市計画業務経費の消耗品費３，４１０円である。
　街路事業費の主な支出は、東停車場線整備事業の設計業務委託料１１，７００，０００円を含む委託料１２，８１８，３００円、佐間・八甫線整備事業の工事請負費
１９，０９０，０００円、東停車場線整備事業【繰越明許費分】の土地購入費２９，３４５，５４４円であり、支出済額の７４．２％を占めている。

済額の９３．７％を占めている。
　橋りょう維持改良費の主な支出は、橋りょう長寿命化修繕事業の保守点検業務委託料５，４５０，０００円であり、支出済額の９３．４％を占めている。
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(14) 栗橋総合支所総務管理課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し６人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

　人権推進係においては、人権啓発に関する事務、人権・女性相談に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

0 600 600 0 -

　収入済額の主なものは、総務管理使用料のコミュニティ施設使用料９３６，１００円及び土地建物貸付収入９８８，１１８円であり、収入済額の８９．９％を占めている。

合 計
会 計 年 度
任 用 職 員

栗橋中央コミュニ
テ ィ セ ン タ ー

2

-

2

総 務 係

0

2

0

人権推進係

21

15

6

(1)

係 名
地域振興係

5 (1)

5 (1)

0

手 数 料

4

0

4

19.0
雑 入 雑 入諸 収 入 雑 入

930,000

総 務 手 数 料 総 務 管 理 手 数 料

5

5 2

収 入 未 済 額調 定 額

使 用 料

2,140,418

財産運用収入 財産貸付収入 土 地 建 物 貸 付 収 入

科 目
目 （Ｂ）節

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

課 長 補 佐
副 支 所 長
兼 課 長

主 幹

1

0

1

1

0

11

1

財 産 収 入

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

974,758

（Ｃ）

3,803

0

2,144,221

1,459,000 988,671 988,118 553

180,192 176,942

67.7

総 務 管 理 使 用 料
41.7

3,250

(1)

予 算 現 額

　総務係においては、総合支所庁舎の管理に関する事務、各種選挙の執行管理に関する事務等を行っている。

　地域振興係においては、自治行政運営に関する事務、交通安全対策に関する事務、防災及び災害対策に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）

4,726,000

使 用 料 及 び 総 務 使 用 料

45.3

974,758

項

合 計

(1)

　栗橋中央コミュニティセンターにおいては、栗橋中央コミュニティセンターの業務に関する事務等を行っている。

手 数 料 2,337,000

　歳入予算現額４，７２６，０００円に対し、収入済額２，１４０，４１８円で収入率は４５．３％である。



　「歳　出」
(単位：円・％)

95.8

37.6

35,343,000

8,130,000

13,209,855

3,060,044

22,133,145

5,069,956

コ ミ ュ ニ テ ィ 施 設
管 理 事 業

交 通 安 全 対 策 事 業

10,608,025 37.2

交 通 対 策 費
37.4

0.0
区 長 会 運 営 事 業

1,984,000 1,984,000 1,900,000 84,000

250,000 76.2

120,000 120,000 0 120,000

16,905,000 6,296,975

3,252,000 3,252,000 1,208,350 2,043,650 37.2

運 営 事 業 1,050,000 1,050,000 800,000

交通安全施設管理事業

34,425,000

8,130,000

16,905,000

コ ミ ュニテ ィ祭り事業

自 治 振 興 費 自治行政区運営事業
744,000 744,000 57,410 686,590 7.7

人 権 尊 重 事 業
211,000 211,000 24,004 186,996 11.4

1,444,000 1,444,000 325,337 1,118,663 22.5
人 権 推 進 費 人 権 啓 発 推 進 事 業

維 持 管 理 事 業

2,178,000 2,241,000 713,223 1,527,777 31.8
電 算 管 理 費 内部情報系システム

132,000 132,000 0 132,000 0.0

730,000 730,000 361,925 368,075

1,165,000 1,165,000 65,463 1,099,537 5.6

庁 舎 管 理 事 業 29,110,000 31,526,000 9,281,764 22,244,236 29.4

款 項 目
一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

1,634,000 977,797

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）

文 書 費 文 書 管 理 事 業

財 産 管 理 費 栗 橋 総 合 支 所

市有財産維持管理事業

事 務 機 器 管 理 事 業

総 務 管 理 費
1,634,000

当 初 予 算 額

49.6

コ ミ ュ ニ テ ィ 協 議 会

32.5

59.8656,203

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

1,226,000 1,226,000 398,096 827,904

総 務 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

事 務 用 品 購 入 事 業

公 用 車 管 理 事 業
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(単位：円・％)

　歳出予算現額１２４，８６５，０００円に対し、支出済額４８，４０４，５８１円で、３８．８％の執行率である。

　交通対策費の主な支出は、交通安全対策事業の交通指導員謝礼２，５８６，０００円、交通安全施設管理事業の修繕料８７３，４００円、駐輪場管理事業の除草業務
委託料１９８，０００円を含む委託料１，５０７，２３０円であり、支出済額の８３．４％を占めている。
　諸費の主な支出は、防犯灯管理事業の光熱水費４，０７６，２００円、防犯体制充実事業の負担金１，４６８，０００円であり、支出済額の９７．４％を占めている。
　県議会議員一般選挙費の主な支出は、県議会議員一般選挙執行事業の職員手当等３３０，８０９円及び費用弁償５６２，５００円であり、支出済額の８１．８％を占めて
いる。
　県知事選挙費の主な支出は、県知事選挙執行事業の職員手当等２７２，１４１円及び費用弁償５６２，５００円であり、支出済額の７７．０％を占めている。
　災害対策費の主な支出は、防災訓練事業の消耗品費５２，８５２円、自主防災組織育成事業の自主防災組織（防災資機材等購入）補助金６１，５００円、災害対策事業

あり、支出済額の８２．６％を占めている。

167,000 167,000 51,429 115,571 30.8

　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等９７７，７９７円である。

121,468,000 124,865,000 48,404,581 76,460,419 38.8
合 計

　文書費の支出は、文書管理事業の消耗品費１４，３００円及び通信運搬費３８３，７９６円である。

災 害 対 策 事 業
1,870,000 1,870,000 61,500 1,808,500 3.3

自主防災組織育成事業
55,000 55,000 0 55,000 0.0

防 災 体 制 整 備 事 業
146,000 146,000 59,196 86,804 40.5

消 防 費 消 防 費 災 害 対 策 費 防 災 訓 練 事 業
2,762,000 2,762,000 1,084,094 1,677,906 39.3

県知事選挙費 県知事選挙執行事業
一 般 選 挙 費 執 行 事 業 1,420,000 1,420,000 1,092,563 327,437 76.9

選 挙 費 県 議 会 議 員 県議会議員一般選挙
1,583,000 1,583,000 1,468,000 115,000 92.7

防 犯 体 制 充 実 事 業
5,199,000 5,199,000 4,221,400 977,600 81.2

諸 費 防 犯 灯 管 理 事 業
1,902,424 44.4

駐 輪 場 管 理 事 業

款
科 目

3,420,000 3,420,000 1,517,576

当 初 予 算 額
予 算 現 額 支 出 済 額

項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100
予 算 残 額 執 行 率

総 務 費 総 務 管 理 費 交 通 対 策 費 放置自転車対策事業

　財産管理費の主な支出は、栗橋総合支所庁舎管理事業の光熱水費１，９２７，３７２円、施設維持管理業務委託料６，１９１，９００円であり、支出済額の７７．９％を
占めている。
　電算管理費の支出は、内部情報系システム維持管理事業のＯＡ機器等借上料３２５，３３７円である。
　人権推進費の主な支出は、人権啓発推進事業の職員手当等２１，２４４円、人権尊重事業の印刷製本費５２，０３０円であり、支出済額の９０．０％を占めている。
　自治振興費の主な支出は、自治行政区運営事業の久喜市栗橋地区自治行政運営補助金６，２５５，１００円、コミュニティ祭り事業の赤花そば栗橋やさしさときめき

41.5

祭り実行委員会補助金１，９００，０００円、コミュニティ施設管理事業の光熱水費２，２００，３５９円及び修繕料１，８３３，７００円、管理業務委託料６，１６２，２３５円で

406,000 406,000 168,580 237,420

の職員手当等５１，４２９円であり、支出済額の９６．３％を占めている。



ウ　補助金調書

・補助金の概要

・選定理由
　令和４年度は令和３年度の倍以上の補助金額を交付しているため。

・当該補助金に対する監査結果

運用されていると認められた。

円

円

1,900,000

1,000,000

赤花そば栗橋やさしさときめき祭り実行委員会補助金

令和２年度　（現在の祭りの体制になった年度）

赤花そば栗橋やさしさときめき祭り実行委員会

「赤花そば」を使用したそば打ちの実演販売、地元商店による各種販売、ボランティア団体の啓発活
動、食育を通じての健康づくり等。
栗橋地区最大規模のイベントであり、コロナ対策下での開催であった令和４年度においても約5,000人
の来客があり、地域イベントとして根付いている。

支出金額　（B）円

・補助事業・団体の直近決算概要

当初目的の達成度

交付の目的と必要性
赤花そばの栽培を通じて農業への理解と地産地消を推奨するとともに、賑わいや楽しさを創出するイ
ベントを通じて市民及び各団体間の交流を図り、地域の一体感を醸成する。

補助金名称

交付開始年度

交付先団体名

対象事業の内容

繰越金・雑入 75,951 円

50,000

3,075,100

市からの補助金額

久喜市イベント開催支援補助金

助成金

（
主
な
内
訳

）

3,112,103収入金額　（A)

負担金（テント、細菌検査等） 86,152 円 仮設電気工事 308,000

　令和３年度は、コロナ禍によりイベントとしての祭りは開催できず、赤花そばを鑑賞してもらうための栽培経費を補助金から支出するのみであったが、令和４年度は、
コロナ禍前と同様の規模で開催することができたため、令和４年度の補助金額は令和３年度の倍以上となった旨を確認した。また、当該補助金については、適正に

円

円

円

円（
主
な
内
訳

）

373,560

1,061,659

1,064,800

267,081

赤花そば栽培謝金

需用費（消耗品、印刷費等）

委託料（テント設営、警備等）

その他（赤花そば種、通信費等）

37,003繰越金額　（A）－（B）

円

収入金額に対する補助金額の割合 61.1

円

円

円

％
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(15) 鷲宮総合支所総務管理課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し６人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

　人権推進係においては、人権啓発に関する事務、人権・女性相談に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

鷲宮中央コミュニ
テ ィ セ ン タ ー

2

-

2

総 務 係

0

2

0

人 権 推 進 係

(1)

係 名
地 域 振 興 係

4 (1)

5 (1)

△ 1

雑 入 雑 入諸 収 入 雑 入
4,415,000 10.1

6

6

収 入 未 済 額調 定 額

使 用 料

7,096,949

財産運用収入 財産貸付収入 土 地 建 物 貸 付 収 入

科 目
目

2

（Ｂ）節

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

課 長 補 佐
副 支 所 長
兼 課 長

主 幹

1

0

1

1

0

11

1

財 産 収 入

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

5,709,941

（Ｃ）

2,776,862

0 75.97,524,000

9,873,811

2,165,000 3,718,582 941,720 2,776,862

445,288 445,288 0

(1)

予 算 現 額

　総務係においては、総合支所庁舎の管理に関する事務、各種選挙の執行管理に関する事務等を行っている。

　地域振興係においては、自治行政運営に関する事務、交通安全対策に関する事務、防災及び災害対策に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）

14,104,000

使 用 料 及 び 総 務 使 用 料

50.3

5,709,941

項

合 計

(1)

43.5

総 務 管 理 使 用 料

1 4 6

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減

　鷲宮中央コミュニティセンターにおいては、鷲宮中央コミュニティセンターの業務に関する事務等を行っている。

臨 時 的
任 用 職 員

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

1 6 24

0 2 18

手 数 料



　収入済額の主なものは、総務管理使用料の行政財産使用料３，９０７，９４１円、コミュニティ施設使用料１，８０２，０００円及び土地建物貸付収入９４１，７２０円であり、
収入済額の９３．７％を占めている。

　「歳　出」
(単位：円・％)

856,000 856,000 853,586 2,414 99.7
コ ミ ュ ニ テ ィ 祭 り 事 業

120,000 120,000 0 120,000 0.0
区 長 会 運 営 事 業

25,698,000 25,698,000 8,980,350 16,717,650 34.9
自 治 行 政 区 運 営 事 業

27,000 27,000 0 27,000 0.0
自 治 振 興 費 自 治 振 興 業 務 経 費
交 流 費 45,000 45,000 45,000 0 100.0
国 際 ・ 国 内 国 際 ・ 国 内 交 流 事 業

811,000 811,000 81,394 729,606 10.0
人 権 尊 重 事 業

305,000 305,000 36,568 268,432 12.0

維 持 管 理 事 業 3,001,000 3,001,000 967,636 2,033,364 32.2
人 権 推 進 費 人 権 啓 発 推 進 事 業

鷲 宮 総 合 支 所

電 算 管 理 費 内 部 情 報 系 シ ス テ ム
86,406,000 86,406,000 26,400,000 60,006,000 30.6エレベーター改修事業

4,090,000 4,090,000 1,556,548 2,533,452 38.1

382,000 382,000 154,911 227,089 40.6

1,342,000 1,342,000 225,851 1,116,149

35,297,000 35,297,000 5,627,696 29,669,304 15.9

庁 舎 管 理 事 業 104,301,000 104,301,000 31,830,915 72,470,085 30.5

4,219,000 4,219,000 963,712 3,255,288 22.8

5,000 5,000 0 5,000 0.0

運 営 事 業 1,250,000 1,250,000 1,250,000 0 100.0

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
総 務 管 理 費

文 書 費 文 書 管 理 事 業

財 産 管 理 費 鷲 宮 総 合 支 所

市有財産維持管理事業

事 務 機 器 管 理 事 業

款 項 目
一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

2,021,000 2,492,000 701,960
一 般 管 理 業 務 経 費

当 初 予 算 額

16.8

1,790,040

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

　歳入予算現額１４，１０４，０００円に対し、収入済額７，０９６，９４９円で収入率は５０．３％である。

事 務 用 品 購 入 事 業

コ ミ ュ ニ テ ィ 協 議 会

公 用 車 管 理 事 業

28.2
総 務 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目
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(単位：円・％)

　歳出予算現額３４１，７０３，０００円に対し、支出済額１０４，５６６，９８７円で、３０．６％の執行率である。

支出済額の８２．３％を占めている。

814,000 814,000 94,897 719,103 11.7

　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等７０１，９６０円である。

340,672,000 341,703,000 104,566,987 237,136,013 30.6
合 計

　文書費の支出は、文書管理事業の通信運搬費９６３，７１２円である。

災 害 対 策 事 業
2,480,000 2,480,000 528,800 1,951,200 21.3

自主防災組織育成事業
156,000 156,000 0 156,000 0.0

防 災 体 制 整 備 事 業
130,000 130,000 0 130,000 0.0

消 防 費 消 防 費 災 害 対 策 費 防 災 訓 練 事 業
2,721,000 2,721,000 1,069,005 1,651,995 39.3

県知事選挙費 県 知 事 選 挙 執 行 事 業
一 般 選 挙 費 執 行 事 業 1,392,000 1,392,000 997,984 394,016 71.7

選 挙 費 県 議 会 議 員 県 議 会 議 員 一 般 選 挙
63,000 63,000 23,100 39,900 36.7

防 犯 体 制 充 実 事 業
5,249,000 5,289,000 4,086,414 1,202,586 77.3

諸 費 防 犯 灯 管 理 事 業
158,000 158,000 18,515 139,485 11.7

管 理 事 業 40,418,000 40,938,000 12,522,044 28,415,956 30.6

駐 輪 場 管 理 事 業

コ ミ ュ ニ テ ィ 施 設
（Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

総 務 費 総 務 管 理 費 自 治 振 興 費

予 算 残 額 執 行 率
款

192,500 3,214,5003,407,000 3,407,000
交通安全施設管理事業

5.7

6,573,000 6,573,000 2,411,352 4,161,648 36.7

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額
項 目 事 業 名 （Ａ）

交 通 対 策 費

42.5
放 置 自 転 車 対 策 事 業

　財産管理費の主な支出は、鷲宮総合支所庁舎管理事業の光熱水費５，８０２，７００円、修繕料６，８１３，７６３円、施設維持管理業務委託料１４，７４８，０６０円、
鷲宮総合支所エレベーター改修事業の改修工事２６，４００，０００円であり、支出済額の８１．７％を占めている。
　電算管理費の支出は、内部情報系システム維持管理事業のＯＡ機器等借上料９６７，６３６円である。
　人権推進費の主な支出は、人権啓発推進事業の職員手当等２９，４５２円、人権尊重事業の消耗品費３１，４９６円及び印刷製本費４９，５００円であり、支出済額の
９３．６％を占めている。
　国際・国内交流費の支出は、鷲宮国際交流協会補助金４５，０００円である。
　自治振興費の主な支出は、自治行政区運営事業の区運営費補助金８，８５９，３５０円、コミュニティ協議会運営事業の補助金１，２５０，０００円、コミュニティ祭り
事業の鷲宮地区コミュニティ祭り実行委員会補助金８００，０００円、コミュニティ施設管理事業の光熱水費３，８３８，２８６円、管理業務委託料４，６７２，６４２円であり、

6,935,000 6,935,000 2,946,249 3,988,751

交 通 安 全 対 策 事 業



ウ　補助金調書

・補助金の概要

・選定理由
　繰越金額が補助金額を上回るため。

円

200,000

716,303

東鷲宮地区コミュニティ協議会補助金

平成２２年度

東鷲宮地区コミュニティ協議会

東鷲宮地区防災フェア、グラウンドゴルフ大会、ウォーキング大会など

交付した補助金を活用し、地域コミュニティの増進に関する活動をしており、今後更なる地域活動の推
進が期待できる。

支出金額　（B）円

・補助事業・団体の直近決算概要

当初目的の達成度

交付の目的と必要性 東鷲宮地区コミュニティ協議会の活動を促進し、地域活動の推進を図るため。

補助金名称

交付開始年度

交付先団体名

対象事業の内容

　交通対策費の主な支出は、交通安全対策事業の非常勤職員報酬２，３２６，０００円、放置自転車対策事業の自転車等誘導整理事業委託料２，９３６，０６０円であり、
支出済額の９４．５％を占めている。
　諸費の支出は、防犯灯管理事業の光熱水費３，９４０，６６４円及び工事請負費１４５，７５０円、防犯体制充実事業の消耗品費２３，１００円である。
　県議会議員一般選挙費の主な支出は、県議会議員一般選挙執行事業の職員手当等２３３，７３４円及び費用弁償６０８，０００円であり、支出済額の８４．３％を占めて
いる。
　県知事選挙費の主な支出は、県知事選挙執行事業の職員手当等３０１，６０８円及び費用弁償６０８，０００円であり、支出済額の８５．１％を占めている。
　災害対策費の支出は、自主防災組織育成事業の自主防災組織補助金５２８，８００円、災害対策事業の職員手当等９４，８９７円である。

雑収入 12,606 円

244,100

254,986

市からの補助金額

繰越金

行政区・団体協力金

（
主
な
内
訳

）

1,208,009収入金額　（A)

地域支援事業補助金 35,000 円 事務費・施設使用料 73,047 円

円

円

円

円（
主
な
内
訳

）

105,565

5,365

33,150

37,859

事業費

会議費

保険代

地区広報活動費

953,023繰越金額　（A）－（B）

円

収入金額に対する補助金額の割合 16.6

円

円

円

％
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・当該補助金に対する監査結果
　関係行政区から毎年度、協力金を徴収していることや、新型コロナウイルス感染症対策のため、多くの事業が中止となったことから、繰越金額が生じた旨を確認した。
また、当該補助金については、適正に運用されていると認められた。



(16) 出納室

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人減である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、県証紙売捌収入６，１９２，１５０円及び郵便切手等売捌収入１７，９７４，３９１円であり、収入済額の９７．９％を占めている。

係 名 会 計 年 度
任 用 職 員

合 計
収 納 係

（Ｂ）節

3

4

△ 1

65.8

14,578

款 （Ａ）

29,000

24,747,957

　歳入予算現額３７，５２８，０００円に対し、収入済額２４，６７６，１５３円で収入率は６５．８％である。

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

14,578

（Ｃ）

71,804

0 50.3

24,676,153

収 入 未 済 額

比 較 増 減 0

室 長 副 主 幹

1

0

11

37,528,000

諸 収 入 市 預 金 利 子
項

合 計

市 預 金 利 子
目

市 預 金 利 子

雑 入 雑 入 県 証 紙 売 捌 収 入

支 出 係

0

1

0

1 2

2

調 定 額

(1)

予 算 現 額

　収納係においては、現金の出納及び保管に関する事務、決算書の調製に関する事務等を行っている。
　支出係においては、支出命令書の審査に関する事務、支出の日次集計処理に関する事務等を行っている。

8

9

△ 1

(1)

科 目

1

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

24,238,345 24,166,541 71,804 66.2

1,001,000 494,484 494,484 0 49.4
県 証 紙 売 捌 手 数 料

36,498,000

550 550 0 -
雑 入

0
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　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額８３，８８９，０００円に対し、支出済額４３，９７０，２３７円で、５２．４％の執行率である。

ウ　予算執行状況（国民健康保険特別会計）
　「歳　出」

(単位：円・％)

　歳出予算現額５２４，０００円に対し、支出済額１６２，９５１円で３１．１％の執行率である。
　一般管理費の支出は、ペイジー収納業務委託料１２０，５５６円、クレジット収納業務委託料１，６２９円及び共通納税システム業務委託料４０，７６６円である。

エ　改善・要望事項
・県証紙等の購入は、直接出向くのではなく、郵送等も検討し、事務の改善に努めてください。

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

２１，０６４，４６０円であり、支出済額の７５．１％を占めている。
　賦課徴収費の支出は、市税収納事業の業務委託料２，２８７，８４７円である。

1,126,087 59.8

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

総 務 費
1,675,913

会 計 管 理 費 会 計 管 理 業 務 経 費

当 初 予 算 額
款 項 目

一 般 管 理 費 職 員 給 与 費
865,000

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
総 務 管 理 費

2,802,000

40,340,000 40,340,000 14,397,017 25,942,983 35.7

8,226,000 8,226,000 4,545,000 3,681,000 55.3
県 証 紙 売 捌 事 業

27,694,000 27,694,000 21,064,460 6,629,540 76.1
郵 便 切 手 等 売 捌 事 業

4,827,000 4,827,000 2,287,847 2,539,153 47.4
徴 税 費 賦 課 徴 収 費 市 税 収 納 事 業

一 般 管 理 業 務 経 費
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

当 初 予 算 額
執 行 率

（B）/（Ａ）×100
予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額科 目

　会計管理費の主な支出は、会計管理業務経費のＯＣＲ日計処理業務委託料７，７５４，４７５円を含む委託料８，９９１，９７５円、郵便切手等売捌事業の消耗品費

524,000 524,000 162,951 361,049 31.1
合 計

524,000 524,000 162,951 361,049 31.1
総 務 費 総 務 管 理 費 一 般 管 理 費

　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等１，６７５，９１３円である。

81,952,000 83,889,000 43,970,237 39,918,763 52.4
合 計



(17) 水道事業（上下水道経営課、水道施設課）

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人減である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

事務に関する事務等を行っている。
　上下水道経営課料金係においては、水道料金の調定・徴収に関する事務、債権管理に関する事務等を行っている。
　水道施設課浄水係においては、浄水場及び水道施設の維持管理に関する事務等を行っている。
　水道施設課工務係においては、水道施設の企画・設計及び工事施工に関する事務等を行っている。
　水道施設課維持係においては、導配水管及び導配水管に附属する施設の維持管理に関する事務等を行っている。
　水道施設課給水係においては、給水装置工事の設計審査及び工事検査に関する事務、量水器の点検・管理に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況（収益的収入及び支出）
　「収　入」

(単位：円(税込)・％)

1,056

2,045,516,833 1,837,813,130 49.6 111.3

1,899,884,754 1,692,393,148 51.3

34.4

52.8

112.3

100.2

1.0

　上下水道経営課水道経営係においては、水道事業の予算及び決算に関する事務、人事・給与に関する事務、資産の管理に関する事務、水道事業の出納その他会計

予 算 現 額
（Ａ）

収 入 済 額
（Ｂ）

4,126,357,000

3,702,924,000

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

科 目
前年同期収入済額 収 入 率 収入済額前年同期比

（Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

145,631,023 145,309,124
営 業 外 収 益

特 別 利 益

423,431,000

2,000

　予算現額４，１２６，３５７，０００円に対し、収入済額２，０４５，５１６，８３３円で収入率は４９．６％である。

110,858

臨 時 的
任 用 職 員

1

0

1

　　　　職 名
区 分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減

部 長

1

1

0

課 長

2

2

0

課 長 補 佐

1

1

0

課 ・ 係 名
上 下 水 道 経 営 課 水 道 施 設 課

水道経営係 料 金 係 浄 水 係 工 務 係 維 持 係 給 水 係

5 3 2 (1) 5

5 3 2

0 0 0

会 計 年 度
任 用 職 員

1

2

△ 1

合 計

30

31

△ 1

(1) 5 6 4

5 4

0 △ 1 0

53



54

　「支　出」
(単位：円(税込)・％)

※営業費用のうち減価償却費及び営業外収益のうち長期前受金戻入については執行していないが、当年度発生予定額の１／２を執行済額へ加算している。

ウ　予算執行状況（資本的収入及び支出）
　「収　入」

(単位：円(税込)・％)

　「支　出」
(単位：円(税込)・％)

企 業 債 償 還 金
207,818,000 103,294,495 125,248,752 49.7 82.5

建 設 改 良 費
2,133,667,000 159,035,608 45,242,182 7.5 351.5

資 本 的 支 出
2,341,485,000 262,330,103 170,490,934 11.2 153.9

　予算現額２３５，３３３，０００円に対し、収入済額０円である。

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

県 補 助 金
50,972,000 0 0 0.0 -

固 定 資 産 売 却 代 金
1,000 0 0 0.0 -

負 担 金

資 本 的 収 入
235,333,000 0 0 0.0 -

科 目
予 算 現 額 収 入 済 額 前年同期収入済額 収 入 率 収入済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

水 道 事 業 費 用
3,666,566,000 1,541,805,620 1,539,070,968 42.1 100.2

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

30,000,000 0

81.6

　予算現額３，６６６，５６６，０００円に対し、執行済額１，５４１，８０５，６２０円で執行率は４２．１％である。

営 業 費 用
3,609,597,000 1,527,696,021 1,521,497,935 42.3 100.4

特 別 損 失

予 備 費
0 0.0 -

1,001,000 512,765 913,528 51.2 56.1

営 業 外 費 用
25,968,000 13,596,834 16,659,505 52.4

184,360,000 0 0 0.0 -



　予算現額２，３４１，４８５，０００円に対し、執行済額２６２，３３０，１０３円で執行率は１１．２％である。
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(18) 下水道事業（上下水道経営課、下水道施設課）

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

（経営戦略）に関する事務等を行っている。
　上下水道経営課料金係においては、下水道事業受益者負担金及び農業集落排水処理事業受益者分担金の賦課及び徴収に関する事務等を行っている。
　下水道施設課工務係においては、下水道に係る工事の施工及び監督に関する事務等を行っている。
　下水道施設課維持係においては、下水道の維持管理に関する事務、農業集落排水処理場の維持管理に関する事務等を行っている。
　下水道施設課排水係においては、排水設備工事の審査及び承認等に関する事務、水洗便所改造資金貸付に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況（収益的収入及び支出）
　「収　入」

(単位：円(税込)・％)

課 長

1

1

0

1,000 0 0 0.0 -

営 業 収 益
158,017,000 78,505,922 78,777,611 49.7 99.7

営 業 外 収 益
461,232,000 359,430,981 329,817,740 77.9 109.0

特 別 利 益

合 計

農 業 集 落 排 水 事 業 収 益
619,250,000 437,936,903 408,595,351 70.7 107.2

科 目
前年同期収入済額 収 入 率 収入済額前年同期比

（Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

3

3

(1)

(1)

1

1

00

下水道経営係 料 金 係 排 水 係

57,651

副 部 長 課長補佐

2

2

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

会計年度
任用職員

工 務 係 維 持 係

1 20

19

1

1

00 0

前 年 度

比 較 増 減

1

0

1

予 算 現 額
（Ａ）

収 入 済 額
（Ｂ）

　上下水道経営課下水道経営係においては、公共下水道事業及び農業集落排水事業の予算及び決算に関する事務、出納に関する事務、下水道事業中期経営計画

1

(1)3

(1)4

0

4

4

公 共 下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

2,058,876,000

1,000 0

2,568,826,537 2,422,104,7613,876,160,000

1,817,283,000

1,480,178,116 1,328,133,192

66.3 106.1

1,088,648,421 1,093,913,918 59.9

71.9

0.0

99.5

111.4

0.0

課 ・ 係 名
上 下 水 道 経 営 課 下 水 道 施 設 課

3

3



　「支　出」
(単位：円(税込)・％)

※営業費用のうち減価償却費及び営業外収益のうち長期前受金戻入については執行していないが、当年度発生予定額の１／２を執行済額へ加算している。

　農業集落排水事業収益については、予算現額６１９，２５０，０００円に対し、収入済額４３７，９３６，９０３円で収入率は７０．７％である。

　農業集落排水事業費用については、予算現額６３９，３７６，０００円に対し、執行済額２４１，０７７，４３２円で執行率は３７．７％である。

予 備 費
5,000,000 0 0 0.0 -

50,000 0 0 0.0 -

営 業 費 用
582,901,000 217,338,762 223,692,830 37.3 97.2

営 業 外 費 用
51,425,000 23,738,670 26,614,170 46.2 89.2

特 別 損 失

農 業 集 落 排 水 事 業 費 用
639,376,000 241,077,432 250,307,000 37.7 96.3

　公共下水道事業収益については、予算現額３，８７６，１６０，０００円に対し、収入済額２，５６８，８２６，５３７円で収入率は６６．３％である。

0 0.0 -

365,000 364,672 165,649 99.9 220.1

営 業 外 費 用
195,858,000 94,109,066 101,829,628 48.0 92.4

　公共下水道事業費用については、予算現額３，７７４，９７１，０００円に対し、執行済額１，４２９，８６０，４６９円で執行率は３７．９％である。

営 業 費 用
3,573,813,000 1,335,386,731 1,335,908,353 37.4 100.0

特 別 損 失

予 備 費
4,935,000 0

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

公 共 下 水 道 事 業 費 用
3,774,971,000 1,429,860,469 1,437,903,630 37.9 99.4
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ウ　予算執行状況（資本的収入及び支出）
　「収　入」

(単位：円(税込)・％)

　農業集落排水事業資本的収入について、予算現額５４８，７８６，０００円に対し、収入済額９６，８４１，０００円で収入率１７．６％である。

-

　公共下水道事業資本的収入について、予算現額２，３８９，６４３，０００円に対し、収入済額４０６，９９６，２７０円で収入率１７．０％である。

貸 付 金 償 還 金
120,000 60,000 0 50.0

負 担 金 等
3,466,000 2,542,000 544,000 73.3 467.3

国 庫 補 助 金
98,000,000 0 0 0.0 -

99,597,000 92,724,000 62,361,000 93.1 148.7

346,000,000 0 0 0.0 -

他 会 計 補 助 金

農 業 集 落 排 水 事 業 資 本 的 収 入
548,786,000 96,841,000 66,145,000 17.6 146.4

他 会 計 負 担 金
1,603,000 1,515,000 3,240,000 94.5 46.8

企 業 債

107.8

負 担 金 等
31,388,000 42,158,270 30,649,220 134.3 137.6

1,770,000 970,000 900,000 54.8

171,526,000 95.5 183.5

国 庫 補 助 金
197,500,000 0 0 0.0 -

科 目
予 算 現 額 収 入 済 額 前年同期収入済額 収 入 率 収入済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

公 共 下 水 道 事 業 資 本 的 収 入
2,389,643,000 406,996,270 324,108,220 17.0 125.6

0 66,800,000 0.0 0.0

貸 付 金 償 還 金

他 会 計 負 担 金
50,882,000 49,135,000 54,233,000 96.6 90.6

他 会 計 補 助 金
329,403,000 314,733,000

企 業 債
1,778,700,000



　「支　出」
(単位：円(税込)・％)

　公共下水道事業資本的支出については、予算現額３，３４８，７１８，０００円に対し、執行済額１，００６，５０２，２８６円で執行率は３０．１％である。
　農業集落排水事業資本的支出については、予算現額６９５，２００，０００円に対し、執行済額２５４，５９３，３８７円で執行率は３６．６％である。

186,801,189 42.5 99.3

貸 付 金
0.0 -

農 業 集 落 排 水 事 業 資 本 的 支 出
695,200,000 254,593,387 187,329,189 36.6 135.9

建 設 改 良 費
257,738,000 69,146,000 528,000

1,000,000 0 0

26.8 13,095.8

企 業 債 償 還 金
436,462,000 185,447,387

企 業 債 償 還 金

貸 付 金

1,810,242,000 796,404,325 784,296,072 44.0 101.5

3,000,000

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

建 設 改 良 費
1,535,476,000 209,307,961 118,201,775 13.6 177.1

790,000 1,270,000 26.3 62.2

公 共 下 水 道 事 業 資 本 的 支 出
3,348,718,000 1,006,502,286 903,767,847 30.1 111.4
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(19) 監査委員事務局

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。

イ　予算執行状況
　「歳　出」

(単位：円・％)

　歳出予算現額２，１３８，０００円に対し、支出済額１，２１２，８０９円で、５６．７％の執行率である。

監 査 係

1

合 計
係 名　　　　　　　職　名

　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

事 務 局 長 副 主 幹

1

予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

3

3

0

項 目
監 査 委 員 費 職 員 給 与 費

当 初 予 算 額
支 出 済 額

総 務 費
60.470,170177,000 106,830

監 査 委 員 費
177,000

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）

0

1

1

0

11

(1)

(1)

　監査係の主な所掌事務は、決算審査・定期監査・例月出納検査に関する事務、健全化判断比率・資金不足比率審査に関する事務等である。

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目
款

1,961,000 1,961,000 1,105,979 855,021 56.4
監 査 委 員 運 営 事 業

る。
　監査委員費の主な支出は、監査委員運営事業の委員等報酬６５０，２７４円、追録代２５５，２００円を含む需用費３８６，７０５円であり、支出済額の８５．５％を占めてい

2,138,000 2,138,000 1,212,809 925,191 56.7
合 計



(20) 栗橋幼稚園

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　主な所掌事務は、栗橋幼稚園の管理及び運営に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

0.0

合 計

　歳入予算現額１，１３５，０００円に対し、収入済額２２７，４５０円で収入率は２０．０％である。
　収入済額は、幼稚園使用料の預かり保育料５，４５０円及び通園バス使用料２２２，０００円である。

手 数 料 805,000 227,450 227,450 0 28.3

20.0

収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

1

1

0△ 1

3

0

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

10

0

227,450

0

0

2

0

0

教 諭

使 用 料 及 び 使 用 料 教 育 使 用 料 幼 稚 園 使 用 料

諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

64.6

15.4
幼 稚 園 管 理 事 業

　歳出予算現額１２，９９９，０００円に対し、支出済額３，００５，５０６円で、２３．１％の執行率である。
　幼稚園費の主な支出は、幼稚園管理事業の光熱水費４６９，７９１円を含む需用費７９９，５５１円、幼稚園運営事業の栗橋幼稚園通園バス運転業務委託料

幼 稚 園 運 営 事 業

1,135,000

6,342,000

目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

臨 時 的
任 用 職 員

科 目
当 初 予 算 額

予 算 残 額

6,342,000 978,479 5,363,521

幼 稚 園 費
款

330,000

業 務 員
会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

6 16

6 16

227,450

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

2

3

項

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

主 任園 長 副 園 長

1 2

2

0

11

1

予 算 現 額 支 出 済 額

6,556,000 6,556,000 1,961,767 4,594,233 29.9

101,000 101,000 65,260 35,740
幼 稚 園 費 幼 稚 園 業 務 経 費教 育 費

合 計
12,999,000 12,999,000 3,005,506 9,993,494 23.1
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１，５５９，８００円であり、支出済額の７８．５％を占めている。



(21) 学校給食課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し２人増である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、学校給食費収入の学校給食費徴収金（現年度分）１８３，１２４，３６４円であり、収入済額の９９．５％を占めている。

6

4

2

係 名
合 計

561,833,385

　歳入予算現額５６１，０９１，０００円に対し、収入済額１８３，９６１，９７６円で収入率は３２．８％である。

5,562手 数 料
保 健 体 育 使 用 料

5,000
県 支 出 金

収 入 554,450,000 555,846,823

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

5,562

（Ｃ）

377,871,409

0 111.2

項

合 計

主 幹

0

0

1

1

0

11

学 校 給 食 係

3

(1)

183,961,976

科 目
目 （Ｂ）節

0

0

0

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 △ 1

予 算 現 額

　学校給食係の主な所掌事務は、学校給食費に関する事務、学校給食施設に関する事務等である。

款 （Ａ）

561,091,000

使 用 料 及 び 教 育 使 用 料

32.8

臨 時 的
任 用 職 員

県 補 助 金 教 育 費 保 健 体 育 費 補 助 金
県 補 助 金 50,000 0 0 0 0.0

1 4

1

収 入 未 済 額調 定 額

使 用 料

　　　　　　　職　名
　区　分

課 長 補 佐課 長

183,219,119 372,627,704 33.0
学 校 給 食 費 学 校 給 食 費 収 入諸 収 入 雑 入

6,586,000 5,981,000 737,295 5,243,705 11.2
雑 入 雑 入
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　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額１，３２９，４７５，０００円に対し、支出済額４３４，０１１，１９３円で、３２．６％の執行率である。

ウ　改善・要望事項
・食育ＳＡＴシステムについて、市民にとって有用と考えられるため、より積極的な周知に努めてください。
・学校給食センターの空調設備について、近年の異常気象を踏まえた管理マニュアル等の作成を検討してください。

保 健 体 育 職 員 給 与 費
1,054,639 38.0

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

教 育 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

学 校 給 食 審 議 会
14,335,000

1,386,000 1,386,000 162,828 1,223,172 11.7

８２．７％を占めている。

0.0

款 項 目

14,335,000 0 14,335,000

352,000総 務 費 1,702,000 647,361
学 校 給 食 費 職 員 給 与 費

当 初 予 算 額

学 校 給 食 業 務 経 費

学 校 給 食 セ ン タ ー

学 校 給 食 運 営 事 業

保 健 体 育 費
（Ｂ）事 業 名 （Ａ）

3,770,000 2,717,000 1,151,051 1,565,949 42.4

管 理 事 業 50,452,000 50,452,000 18,629,360 31,822,640 36.9

1,207,869,000 1,207,869,000 393,932,593 813,936,407 32.6
学 校 給 食 費 補 助 事 業

360,000 360,000 48,000 312,000 13.3
学 校 給 食 セ ン タ ー
運 営 事 業

0 50,654,000 19,440,000 31,214,000 38.4

　学校給食費の主な支出は、学校給食運営事業の賄材料費２０１，１１０，４０８円及び調理・配送・配膳業務委託料１５７，３６６，０００円であり、支出済額の
　保健体育総務費の支出は、職員給与費の職員手当等６４７，３６１円である。

1,278,524,000 1,329,475,000 434,011,193 895,463,807 32.6
合 計

空 調 設 備 改 修 事 業



・ 学校給食センター

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

　主な所掌事務は、学校給食の運営に関する事務、学校給食の衛生管理に関する事務等である。

イ　予算執行状況

　学校給食センターの予算は、学校給食課として措置した予算の中から執行している。

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し２人減である。

(課長兼務)

担 当 主 査 臨時的任用職員

1

2

△ 1

栄 養 士

4

10

比 較 増 減 0 △ 1 0 △ 2

4

0

(主幹兼務)前 年 度 1 1 2

8

　　　　　　　職　名
　区　分

所 長 主 任 合 計

本 年 度 1 0 2
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(22) 生涯学習課

ア　職員配置状況(令和5年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し８０人増である。
　各係・室の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

主 幹

1

1

0

室 長

1

-

1

指導主事兼社会教
育主事兼課長補佐

0

1

△ 1

前 年 度

比 較 増 減

参 事 兼 課 長

1

1

0

指導主事兼社会
教育主事兼主幹

1

0

1

80

公 民 館 事 業
推 進 室

係 名
生 涯 学 習 係 人 権 教 育 係 文 化 振 興 係

(1)

(1)

101

3 4 2 2 21

本 年 度 3 4 2 2 7 (1) 78

前 年 度

合 計
図 書 館 係

　人権教育係においては、人権教育に関する事務等を行っている。

　図書館係においては、市立図書館の管理及び運営に関する事務等を行っている。
　公民館事業推進室においては、公民館事業に関する事務等を行っている。

-

0.0

社 会 教 育 使 用 料

県 支 出 金
0 0

893,000 657,450 657,450 0

35,192

課 長 補 佐

1

1

0

手 数 料

　　　　　　　職　名
　区　分

会 計 年 度
任 用 職 員

6

比 較 増 減 0 0 0 0 7 72

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

予 算 現 額

　生涯学習係においては、生涯学習の振興のための施策の推進体制及び地域における生涯学習に係る機会の整備に関する事務等を行っている。

　文化振興係においては、文化振興に関する事務、文化団体に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）

4,417,000

使 用 料 及 び 教 育 使 用 料
項

合 計

科 目
目 （Ｂ）節

36,000

692,642 15.7

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

35,192

（Ｃ）

0

0 97.8

収 入 未 済 額調 定 額

使 用 料

692,642

県 補 助 金 教 育 費 社 会 教 育 費 補 助 金
県 補 助 金 3,488,000 0

73.6
雑 入 雑 入諸 収 入 雑 入



　収入済額は、社会教育使用料の行政財産使用料３５，１９２円及び雑入の社会教育費雑入６５７，４５０円である。

　「歳　出」
(単位：円・％)

公 民 館 事 業
推 進 費

職 員 給 与 費
1,007,000 1,809,000 1,808,228 772

科 目

1,480,000補 助 事 業

人 権 教 育 推 進 事 業

し ず か 館 管 理 事 業

89.2

款 項 目
社 会 教 育 職 員 給 与 費

3,906,000総 務 費 3,501,000 1,177,814
社 会 教 育 業 務 経 費

当 初 予 算 額

社 会 教 育 推 進 事 業

二 十 歳 の 成 人 式 事 業

地 域 学 校 協 働 活 動

社 会 教 育 団 体 他

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
社 会 教 育 費

1,991,000 1,991,000

4,693,000 4,693,000 1,512,604 3,180,396 32.2

2,323,186

8,738,000 8,738,000 2,787,797 5,950,203

　歳入予算現額４，４１７，０００円に対し、収入済額６９２，６４２円で収入率は１５．７％である。

33.6

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

教 育 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

31,000 31,000 29,800 1,200 96.1

1,192,000 1,192,000 447,827 744,173 37.6

866,000 866,000 0 866,000 0.0

推 進 事 業 5,745,000 5,745,000 1,369,786 4,375,214 23.8

31.9

1,480,000

文 化 振 興 事 業

1,320,000 160,000
い き い き 活 動 セ ン タ ー

1,071,265 919,735 53.8
文 化 団 体 補 助 事 業

3,235,000 3,235,000 3,235,000 0 100.0

公 民 館 事 業 推 進 事 業
100.0

1,534,000 1,534,000 667,034 866,966 43.5
市 民 体 育 祭 事 業

4,305,000 4,305,000 3,192,575 1,112,425 74.2
生 涯 学 習 生 涯 学 習 推 進 会 議
推 進 費 運 営 事 業 216,000 216,000 0 216,000 0.0

生 涯 学 習 推 進 事 業
2,224,000 2,224,000 76,442 2,147,558 3.4

市 民 大 学 推 進 事 業
795,000 795,000 277,022 517,978 34.8

高 齢 者 大 学
推 進 事 業 1,218,000 1,218,000 418,509 799,491 34.4

人 権 教 育 費 人 権 教 育 業 務 経 費
1,071,000 1,071,000 219,552 851,448 20.5

教 育 集 会 所 管 理 事 業
2,623,000 2,623,000 517,692 2,105,308 19.7
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(単位：円・％)

　歳出予算現額４３７，２３２，０００円に対し、支出済額１７９，０７７，９１３円で、４１．０％の執行率である。

８４．８％を占めている。

支出済額の８５．９％を占めている。

職 員 給 与 費

　公民館事業推進費の主な支出は、職員給与費の職員手当等１，８０８，２２８円、市民体育祭事業の負担金、補助及び交付金３，０００，０００円であり、支出済額の

　生涯学習推進費の主な支出は、市民大学推進事業の講師謝礼２１３，０００円を含む報償費２４３，０００円、高齢者大学推進事業の講師謝礼１１５，０００円を含む
報償費２３５，０００円であり、支出済額の６１．９％を占めている。
　人権教育費の主な支出は、人権教育推進事業の報償費４３５，０００円、消耗品費５３０，４２３円及び業務委託料３３４，６２０円、教育集会所管理事業の光熱水費
１６３，７５０円で、支出済額の６５．１％を占めている。
　図書館費の主な支出は、図書館管理運営事業の図書館管理運営業務委託料１１６，１８３，８５０円を含む委託料１１８，８１８，２９５円、図書館管理運営事業【繰越
明許費分】の工事請負費３１，７２０，０００円であり、支出済額の９４．７％を占めている。

【 繰 越 明 許 費 分 】 121,607,000 121,607,000 31,720,000 89,887,000

図 書 館 費

26.1
図 書 館 管 理 運 営 事 業

（Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

506,182 658,818 43.4

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ）

内 下 集 会 所 解 体 事 業

521,000 1,165,000

252,473,000 259,146,000
図 書 館 管 理 運 営 事 業

48.9

含む委託料２，２６２，５５８円、文化振興事業の負担金、補助及び交付金１，０００，０００円、文化団体補助事業の負担金、補助及び交付金３，２３５，０００円であり、

（B）/（Ａ）×100
教 育 費 社 会 教 育 費 人 権 教 育 費

6,804,000 8,047,000 0 8,047,000 0.0

126,722,784 132,423,216

社会教育団体他補助事業の負担金、補助及び交付金１，３２０，０００円、いきいき活動センターしずか館管理事業の施設維持管理業務委託料１，９２９，８８８円を
　社会教育総務費の主な支出は、職員給与費の職員手当等１，１７７，８１４円、地域学校協働活動推進事業の消耗品費７００，６２４円を含む需用費８３０，２２６円、

428,275,000 437,232,000 179,077,913 258,154,087 41.0
合 計



ウ　補助金調書

・補助金の概要

・選定理由
　繰越金額が補助金額を上回るため。

・当該補助金に対する監査結果

エ　改善・要望事項
・各地区の体育祭を開催するにあたっては、区長の意見も取り入れてください。

ボーイスカウト活動（団事業費用、隊活動費用　他）

交付の目的と必要性
補助金を交付することにより、青少年健全育成団体の安定した運営支援が図られ、団体を構成する
青少年の健全育成及びより良き社会人の育成に寄与することができる。

補助金名称

収入金額に対する補助金額の割合 7.9

円

円

円

％

交付先団体名

対象事業の内容

久喜市ボーイスカウト・ガールスカウト育成事業補助金

久喜市ボーイスカウト連絡協議会

交付開始年度
平成２２年度
※旧久喜市「久喜市ボーイスカウト育成事業補助金交付要綱」は、 平成9年5月16日教委告示第13
号、平成9年4月1日から適用

市以外補助金、賛助金 161,000 円

隊活動費 163,494

　令和６～８年度に高額な備品の更新を予定していること、また、令和９年に発団７０周年を迎え、記念事業の実施を控えていることから、例年よりも繰越金額が
多く生じた旨を確認した。また、当該補助金については、適正に運用されていると認められた。

円

円

円

円（
主
な
内
訳

）

1,137,685

222,940

65,500

68,069

登録費

団事業費

研修費

制服記章

670,016繰越金額　（A）－（B）

円

ボーイスカウト活動が広く活発に行われていることから、青少年の健全な育成及び青少年の社会教育推進活動
の支援が図られていると考えるが、補助金額の減少等により団体活動の縮小につながる恐れがある。

支出金額　（B）円

・補助事業・団体の直近決算概要

2,659,159収入金額　（A)

当初目的の達成度

円

210,000

1,543,825

29,850

1,989,143

市からの補助金額

会費

事業収入

（
主
な
内
訳

）

前期繰越金 424,832 円

円
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